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「人口減少社会」における「総合的な探究の時間」の構想と実践の課題 

―（教職課程）「新聞づくりを生かしたシティズンシップ教育」を素材に― 

 

浅川 和幸 

 

序章 はじめに 

 

 小論では、北海道大学の教職課程に 2018 年度から開講された「新聞づくりを生かしたシ

ティズンシップ教育」（以下では、「新聞づくり」講義と略する）を素材にして、「総合的な

学習の時間」（以下では、「総合学習」）を改め、2022 年度から年次進行で実施されることに

なった「総合的な探究の時間」（以下では、「総合探究」と略する）の活用と実践の方向性を

検討するものである1。 

 新しい学習指導要領によって開始される「総合探究」の構想と実践上の課題について、「新

聞づくり」講義を素材に検討する前に、触れておかなければならない幾つかのことがある。

なぜなら、新しい学習指導要領やそのコア的な考え方を体現している「総合探究」は、もち

ろん「新聞づくり」講義もそうであるが、日本社会における現時（2020 年）という時代背

景抜きには、理解不可能であるからだ。 

端的に言って、現在の日本社会は全体として、「成長期」にないのはもちろんであるが、

「停滞期」さえも終え、「後退期」の入り口にあると判断することができる。たとえ人々の

目から、幾つかの国家イベントで見えにくくなっているにしても、「地方創生」や医療・介

護を含めた福祉の現場では、既に「人口減少社会」の未来の姿が顕在化している。北海道の

地方の１学年の生徒数が 20 人に満たない小規模高校は、大都市以外の高校の未来の姿であ

る。このような現状に照らし合わせて、新しい学習指導要領は、「成長期」の余韻に身を浸

した「カリキュラムいじり」を脱している点で重要であり、かつ高く評価できる。ただし、

十分すぎるほど遅れて着手され、矛盾を抱えたものではあるが。 

 時代背景について、まず説明したい。言うまでもなく、現在、日本社会は構造的な大変化

の時代を迎えている2。 

 
1 新免許法上では、「教育職員免許状取得に必要な科目」（「教科及び教職に関する科目」表の

「第六欄 大学が独自に設定する科目」）に位置づく。 
2 この問題を専門に扱う論文ではないので、時代背景上で重視することを 4 点指摘することに

止める。第１に、「戦後的な開発国家」として「復興」し、「先進国」にキャッチ・アップにし

た日本は、他の「先進国」のように「福祉国家」に移行する時期を経ず、「新自由主義国家」に

なし崩し的に転換されて行ったこと。第２に、経済システムの中心は、大企業からなる「企業

グループ」体制（日本的労使慣行を内包する企業社会）から、グローバル経済への適応のプロ

セスで株主支配（金融支配）を核とする「グローバル企業」体制に移行したこと。そのため企

業は、安定的な雇用の維持に関心をもたなくなった。雇用は投資ではなく、「コスト」である。

そのため、日本における職業訓練の最も重要な基盤（企業内教育）が徐々に損なわれて行った

こと。第３に、雇用において、製造業を中心とした大企業体制のもと正社員身分が一般的であ
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2008 年以降の人口減少は、日本社会の未来を考える上で、わざわざ指摘する必要もない

前提となった。特に、北海道大学が所在する北海道は、一極集中が進む札幌市の存在によっ

て惑わされがちではあるが、全国的にみても人口減少の最先進地であり、激烈な地域格差を

内包している。 

ところで、周知のように公教育は「戦後教育」の要素が揃った 1958 年から約 60 年ぶり

の大改革の途上にある。2015 年の年末に出された「チーム学校」、「コミュニティ・スクー

ル」と「地域学校協働本部」、「教員の資質の向上」を狙いにした３つの中央教育審議会（以

下では、中教審と略する）答申や、2016 年の年末に出された中教審答申を受けて行われた

学習指導要領の改訂（「社会に開かれた教育課程」、「カリキュラム・マネジメント」、「資質・

能力の三つの柱」、「主体的・対話的で深い学び」等が打ち出されている）は、これまでの「戦

後教育」を支えた公教育そのものに、最終的な変化をもたらすものであるし、現にもたらし

つつある3。やっと日本社会の変化に対応する動きを始めたと、高く評価できる4。 

 

ったが、産業構造の変化も相まって、卸売・小売り業、サービス業を中心に不安定な雇用、同

時に非正規雇用身分が一般化したこと。これが新規若年雇用に年次進行で適用され、家族形成

を困難にし続けたこと。第４に、職域における「性別職務分離」と家族領域における「性別役

割分業」は改められることがないまま、女性の雇用の場への進出が迫られたことは第３点目と

相まって、激烈な少子化を招いたこと。これらは、1990 年代に開始され、既に四半世紀を越え

て積み重なった。このような意味で、変化は歴史的なものである。 
3 この 60 年間は、前期（「先進国」への「キャッチ・アップ」期。およそ 1960 年から 1990 年

までの 30 年間）と後期（「キャッチ・アップ」後。1990 年～2020 年までの 30 年間。ほぼ平

成の時代に重なる）に区別できる。前期は、公教育中心で単線型中等教育制度の下で、「受験戦

争」と比喩されたほどの平等主義的な「学歴獲得競争」（新規学卒労働市場を経て良好な雇用機

会と職業訓練へと連接することが想定されていた）が行われた時期と特徴づけることができ

る。後期（平成時代）は、平等主義的な「学歴獲得競争」という建前はそのままに、新自由主

義国家への転換に対応して、公教育領域が縮小（「ゆとり教育」）され、教育産業の参入が促さ

れ、家族の経済的・文化的格差の影響力が拡大した。いわば「教育の市場化」が進められた時

期である。教育政策は前期の成功に過信し、市場化という処方箋を追加することで事足りと

し、時間を浪費したのである。日本経済に「失われた 30 年」という比喩が用いられることが

あるが、教育も同様である。このような理解から、新しい学習指導要領は、30 年前に出されて

しかるべきものであったと主張したい。先述した「十分すぎるほど遅れて」という評価は、こ

こに由来する。 
4 しかしながら、跛行的な進み方しかできないことも明からであるように思える。例えば、「失

われた 30 年」を取り戻すために同時に行われた拙速な２つの入試改革は、共に公正さ・公平

さという観点から批判され、頓挫することとなった。担当大臣の、格差社会となった日本をな

し崩し的に許容する発言（「身の丈に合った」）は、日本の中等教育の担ってきた機能の原理

（社会的な平等を公正な競争によって担保しつつ、将来の社会的地位を配分する、手段として

の教育）の根幹をゆるがせにするものである。教育における機会平等が損なわれることは、も

はや格差社会となった日本においても、建前として譲れない最後の一線である。ところで筆者

は、これからの「後退期」の日本社会にとって、教育は「後退期」後の未来への投資であると

考えている。その実現のためにも、中等教育の機能の原理（＝進路指導。教育内容の習得は二

の次で社会的地位の配分（選抜）を機能の中心におく）は変更されなければならない。過去に

おいては、新卒者の多くが企業社会に所属し、そこで職業訓練（「企業内教育」）を受けること

が前提となっていたため、労働能力の「習得」は問題にならなかった。たとえ、教育の制度や

体制そのものや、教員の質や量が脆弱であっても、託すことができる存在が背後に存在してい
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しかし、残念ながら同時に注目しなければならないのは、この大改革がそれを進めるため

の体制において少なくない不備を抱えていることである。これも常識となってしまったが、

OECD 諸国と比して予算や人的措置が著しく乏しいことは、歴然たる事実である5。さらに、

1990 年代から進められてきた時の政権からトップダウンに進められる、総括なき「○○改

革」の連続と学校現場へのしわ寄せは、管理職も含めた教員に「改革疲れ」というよりも「虚

無感」を覚えさせる状況にあるだろう。 

近年、やっと部活動の在り方への注目をテコにして、「教員の働き方改革」が進められる

機運になってきた。しかし、時間外労働を表面的に駆逐するだけのダブル・スタンダード6

でお茶が濁される可能性を否定できない。そして、現実的な改善が見られなければ、教員の

凄まじい働き方は、この改革を形骸化させるのに十分な潜在力をもっている。正しい改革も、

教員に振るわれる「鞭」にしかならないのなら、通りすぎるのを待つことに努力が費やされ

る可能性を否定できない。 

このように現在の教育を翻弄する力は、異なる方向を向いている。そこに、「移行期的混

乱」期の日本社会が表現されていると評論することもできる7。しかし、だからこそ、「総合

探究」を生かすための検討が必要だと主張したい。新しい学習指導要領で「総合探究」が取

り上げられたから、それを検討するのではない。「後退期」という時代を意識し、考慮すべ

 

たために、その改善は課題にならなかった。しかし、「キャッチ・アップ後」には企業社会で

は、もはや職業訓練はおろか、所属もあてにはできない。雇用は「コスト」であるからだ。そ

うであるなら習得が中心原理に座るべきであり、そのための改革を進めなければならない。今

後の中等教育の原理は、習得を機能原理とし、中等教育は資格化し、この資格を取得したもの

だけに、中等教育の修了を認める形に変更すべきである。そして、中等教育を修了するまで、

就労後も補償教育を粘り強く続ける。また、高等教育へは中等教育の修了を前提に、可能な限

り裾野を広くあまねく接続可能にする必要がある。現在の中等教育から高等教育へのアクセス

は、保護者の経済格差を背景とした教育市場からのサービスの入手可能性に左右された「学

力」に依っている。大学は、「選抜」された学生にとって、雇用身分を手に入れるための一時所

属の意味しかない時間を浪費する場所である。高等教育へのアクセスの裾野は狭く、選抜によ

ってより良い学生が選ばれるという実質を失っている。そのため、高等教育を受けている学生

にとって、学びのモチベーションは構造的に低い。この点を改めることが、「後退期」に突入す

る日本にとって最も必要とされることである。高等教育の学びが、「脱社会化」し、個人の嗜好

の問題になっている状況を改めなければ、未来社会の担い手が担い手としての意識をもつきっ

かけさえも得られない。 
5 作戦を維持するための人的資源も含めた補給の軽視は、未だにこの国の伝統であるのかもし

れない[戸部良一他、1991]。教員の職務過多は、日本の学校が、児童・生徒の様々な要求に答

える「生活学校」であることを修正しなかったことに本質がある。大改革を可能にするために

は、開発型国家の「生活学校」を脱して、欧米型の「教授学校」への脱皮をなし遂げる必要が

ある。身軽にならなければならない。 
6 民間企業ではおなじみの、タイムカードで一度退勤を刻印してから職場に戻って働き続ける

ことや、情報漏洩の危険の大きいが「自己責任」で行われる「風呂敷残業」が地下化して行わ

れることになるだろう。 
7 平川克美は、現在の日本社会の危機は、「人口減少」等の表面的な出来事に危機の本質がある

のではなく、何が生じているのかを理解できない（＝混乱している）ことにあるとしている

［平川克美、2010］。 
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き条件の中で意味あることを、とりわけ教育現場の負担を増やすことのない方法を、そして

新しい学習指導要領が形骸化しないための取組を、考えたいのである。 

さらに、「後退期」の入り口であることを考慮するなら、「総合探究」の検討には、以下の

４つの問題に関連づけて考えられなければならないだろう。 

第１に、「人口減少社会」の下、地域格差が拡大している。特に地方の高校を取り巻く環

境を問題とする場合、「自治体消滅」とさえ呼ばれる状況で、「総合探究」は何をどのように

取り上げ、関わってゆくのかである。 

第２に、「競争の陶冶力」8が衰微し、教育市場も含めた消費文化の中で陶冶されることに

因って学習モチベーション不足に陥るしかない学生・生徒の自己陶冶能力を、どのように活

性化するかである。 

第３に、第１の問題とも関係するが、生存意志の構造的剥奪状況9下で生きる生徒をどの

ように励ますか。言い換えれば、「後退期」の日本の未来を生きることになる学生・生徒を

どのように励ますか。その方法論と関わって、「総合探究」は模索されるべきであると考え

る。 

第４に、学校による学校中心主義の克服の問題である。少し、説明を加えておこう。これ

までの学校は地域社会の中に壁を造り、孤立していたと考えられる。しかし、「社会に開か

れた教育課程」やそれを体現する地域と連携した「総合探究」の取組は、学校を取り囲む壁

の少なくとも一部を壊すことになる。旧来の学校像から見ると、これは大きな変化かもしれ

ない。しかし、地方の厳しい状況を念頭におくなら、また時代を鑑みるなら、「自治体消滅」

と闘う地方にとっては、学校という場をどのように地方の存続に生かすかという発想が重

要になる。敢えて逆の言い方をすると、自治体が「消滅」して、学校の存続はあり得るのだ

ろうか。このように考えるなら、「後退期」において地域と学校の関係は、新たなどのよう

な関係に変化するべきなのか。この変化の方向とも関連してくる。 

小論は以下のように構成されている。まず、「総合探究」について、登場の歴史的な意義

と課題（革新性と論点、矛盾）について明らかにする。次に、「新聞づくり」講義の 2 年間

の実践について紹介しながら、成果と問題点について報告する。そして、最後に「総合探究」

において「新聞づくり」講義がどのような可能性をもつのかについて、とりわけ「総合探究」

の困難の克服との関係で試論を述べる形でまとめたい。 

 

 
8 筆者は、児童・生徒が自らの将来の社会的地域を獲得するために学歴獲得競争することを自

明のものと考え、自発的に学校に従い、学びに向かうことを内面化させる力を、「競争の陶冶

力」として考えている。 
9 例えば、2000 年代中盤から雇用の場で「エンプロイアビリティ」という言葉が使用されてい

ることを想起すべきである。労働者は、経営者に自分が雇われるに値することを証明しなけれ

ばならなくなった。現代日本は無条件に生存権が認められているわけではない[伊藤周平、

2019]。自己が存在に値することを、自らで証明しなければならないという圧力は、生徒にも

加えられている［土井隆義、2009］。 
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第１章 新学習指導要領「総合的な探究の時間」の意義と困難 

 

 1996 年の第１５期中教審答申「第一次答申」（「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方

について」）は、これからの教育目標を「生きる力」の育成に切り換えることを提言した。

「知識を教え込むことになりがちであった教育から、自ら学び、自ら考える教育」への転換

をめざす。そのために、教育環境に「ゆとり」を必要とした。この手段の部分がクローズア

ップされ、次期学習指導要領で実現された教育は「ゆとり教育」と呼ばれるようになった。

しかし、ここには前述したような「先進国」への「キャッチ・アップ」後を見すえた挑戦と

いう意味があった。 

1998 年告示学習指導要領（小中学校、高等学校は翌年）において、改訂の趣旨を体現す

る核的な領域として「総合的な学習の時間」（以下、「総合学習」）が創設された。「総合学習」

には、教科を「横断・総合」し、各学校レベルで「創意工夫を生かした」教育活動が展開さ

れることが期待された。 

 しかしながら、現時の大改革とは違って、これを可能にする条件は学校等にはなかった。

そのため、小中学校での施行年度（2002 年度）の翌年度（高等学校では施行年度）に中央

教育審議会答申において充実と改善が提言され、学習指導要領の一部が改正された。その理

由として、「総合学習」の性格が高校現場ではつかめず、「補充学習」や「運動会の準備」等

が行われる事例もあったとの記述が学習指導要領『解説』に上げられている10。 

 

第１節 「総合探究」の歴史的な意義――「総合学習」の実質的発芽 

 

（１）「目標」と「ねらい」の変化に現れているもの 

 

「総合探究」の歴史的な意義を明らかにするためには、「総合学習」時代からの変化を検

討する必要がある。 

まず、「総合学習」が開始されてから、「総合探究」に変更されるまでの「目標」と「ねら

い」の変化を学習指導要領の記述に沿って確認する。そのことを通して、「総合探究」の歴

史的な意義について明らかにする。ここでの検討は、中等教育と「総合学習」との関係を対

象とし、かつ本論文で検討素材とする「新聞づくり」講義が中等教育（主には高等学校）の

教員養成をターゲットにしているため、高校の「総合学習」から「総合探究」への変化を軸

に説明する11。 

 
10 [文部科学省、2009]、4 頁参照。 
11 小学校は学級担任制であるため、教科科目横断的な教育内容の編成が可能である。そのた

め、「総合学習」で充実した実践を行っている事例も多く、積み重ねられてきている。しかし、

中学校・高等学校は教科担任制であるため、学校として確固たる方針を持たずに教科科目横断

的な教育内容の編成はできない。「カリキュラム・マネジメント」（教育課程の編成権）等の実

質化がなければ困難である。さらに、論点先取となるが、日本の中等教育原理の問題がある。



- 6 - 

 

図表１は、高等学校の「総合学習」（「総合探究」）の目標とねらいの変遷をまとめたもの

である。 

1999 年告示学習指導要領から、2018 年告示学習指導要領において「総合探究」に名称変

更されるまで、2007 年改正学習指導要領（中学校はこれに先行し 2003 年に改正された）

を挟むが、およそ 10 年おきに 2 度の改訂を経ている。 

 

図表１ 高等学校「総合学習」（「総合探究」）の目標とねらいの変遷 

年次 目標とねらい

１　総合的な学習の時間においては、各学校は、地域や学校、生徒の実態等に応じて、横
断的・総合的な学習や生徒の興味・関心等に基づく学習など創意工夫を生かした教育活
動を行うものとする。

２　総合的な学習の時間においては、次のようなねらいをもって指導を行うものとする。

（１）自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決する資
質や能力を育てること。
（２）　学び方やものの考え方を身に付け、問題の解決や探究活動に主体的、創造的に取
り組む態度を育て、自己の在り方生き方を考えることができるようにすること。

（１　変更なし）

２　総合的な学習の時間においては、次のようなねらいをもって指導を行うものとする。

（（１）　変更なし）

（（２）　変更なし）

（３）　各教科・科目及び特別活動で身に付けた知識や技能等を相互に関連づけ、学習や
生活において生かし、それらが総合的に働くようにすること。

2009年告示学習
指導要領（「第４
章　総合的な学
習の時間」）

横断的・総合的な学習や探究的な学習を通して、自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考
え、主体的に判断し、よりよく解決する資質や能力を育成するとともに、学び方やものの考
え方を身に付け、問題の解決や探究活動に主体的、創造的、協同的に取り組む態度を育
て、自己の在り方生き方を考えることができるようにする。
探究の見方・考え方を働かせ、横断的な学習を行うことを通して、自己の在り方生き方を
考えながら、よりよく課題を発見し解決していくための資質・能力を次のとおり育成すること
を目指す。
（１）探究の過程において、課題の発見と解決に必要な知識及び技能を身に付け、課題に
かかわる概念を形成し、探究の意義や価値を理解するようにする。
（２）実社会や実生活と自己との関わりから問いを見いだし、自分で課題を立て、情報を集
め、整理・分析して、まとめ・表現することができるようにする。
（３）探究に主体的・協働的に取り組むとともに、お互いのよさを生かしながら、新たな価値
を創造し、よりよい社会を実現しようとする態度を養う。

※　学習指導要領各年版から作成。

2007年改正学習
指導要領（「総則」
「第４款」１）

1999年告示学習
指導要領（「総則」
「第４款」）

2018年告示学習
指導要領（「第４
章　総合的な探
究の時間」）

 

「総合学習」は、1999 年告示学習指導要領による領域創設時から、一貫して各学校に教

育内容の一部編成を委ねている点が非常に重要である。各学校は、学習指導要領で示された

目標やねらいを、「地域や学校、生徒の実態等に応じて」具体化する役割をもっている。し

かしながら、このことは「総合学習」に止まるものであったし、前述したように上手く展開

できた例は少ない。学習指導要領全体に「カリキュラム・マネジメント」が求められるのは、

 

教育の機能が将来の社会的地位の配分（選抜）を軸としているため、進路指導・受験対策に重

きを置くしかない。そのため、進路指導（後にはキャリア教育）が重要であり、かつ教科科目

横断的な位置の領域として「総合学習」の主なテーマに座らざるを得ない。そのような必然性

がある。 
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2018 年告示学習指導要領を待たなければならなかった。そして、新しい学習指導要領の「社

会に開かれた教育課程」という文言が地域を教育的資源として利用することに止まらない

意義をもつためにも、各学校で「カリキュラム・マネジメント」が可能でなければならない

12。 

ところで、「総合学習」の「ねらい」は、２つあった。 

第１に、「自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解

決する資質や能力を育てること」である。学習指導要領が求めた「生きる力」の内容が語ら

れ、その育成が目指されている。また、「資質や能力」を育てるという表記には、新しい学

習指導要領におけるコンピテンス重視の発想も見いだせる。 

第２に、「学び方やものの考え方を身に付け、問題の解決や探究活動に主体的、創造的に

取り組む態度を育て、自己の在り方生き方を考えることができるようにすること」である。

当初から、「自己の在り方生き方」を考えるという道徳教育の核的内容と同様の文言が使用

されている。しかし、当時から「総合学習」を道徳化する構想は乏しかったと思われる13。 

 2007 年改正学習指導要領では、新たに「生かし……働く」という文言が加えられた。さ

らに 2009 年告示学習指導要領によって、「探究学習」という言葉を加えたが、変化はあま

りない。 

 そして 2018 年告示学習指導要領によって名称を「総合探究」に換えただけではなく、領

域の原理も大きく変更された。これは、新しい学習指導要領全体を貫く考え方が「総合探究」

にも具体化されたと理解することもできる。しかし、「総合学習」に元から含まれていた種

子が、発芽したと考える方が正しいように思う。 

 順次確認していく。第１に、「総合探究」の目標は「資質・能力」を育成することにある

というコンピテンス・ベースの目標設定に、完全に変更されたことである。第２に、学習方

法の強調点を「探究の見方・考え方」を働かせること、すなわちアクティブ・ラーニングで

 
12 「総合学習」には、学校が地域との関係を独自なものとして創り、展開することができるた

めの幾つかの条件のうち重要なものが、萌芽的な形で含まれていたと考えることができる。し

かし、学習指導要領が改訂されたからと言って、それが進むわけではないことは言うまでもな

い。何よりも、たとえ地域社会存続がかかっていたとしても、「人口減少時代」において疲弊す

る地域が力を発揮できるとは限らない。 
13 [文部科学省、2018]（以降では、『解説』と略記する）においてもこの点は同様であると考

えられる。「第２章 総合的な探究の時間の特質」では、「自己の在り方生き方に照らし、自己

のキャリア形成の方向性と関連づけながら（中略）自ら問いを見いだし探究することができる

生き方を育成するようにする。」（『解説』9 頁。以降で頁数だけ記載しているものは『解説』の

頁数である）の記述から推論するなら、将来構想や生徒の考え方の芯に近いようなものとして

考えているのではないか。また別の箇所の「この時期の生徒が、人間としての在り方を理念的

に希求し、将来の進路実現や社会の一員としての生き方の中に具現しようと求めている」（同

上）の記述からは、自前の「人生哲学」のような意味で用いていると考えることができる。う

がった見方をするなら、「道徳」は「探究」の対象とはならない（教育のゴールである徳目があ

らかじめ設定されているから）ために同じ言葉を使用していても、意味が重ならないのかもし

れない。（第５章第３節「総則関連事項」）「（１）道徳教育との関連」でも、価値教育を徹底す

ることが謳われているわけではない（63 頁） 
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の表現の仕方に変更したことである。第３に、育成される「資質・能力」に、「概念」形成

を加えたことである。第４に、探究対象に学校が位置づける問いだけでなく、生徒自身の社

会生活からもたらされる問いを加えたことである（「実社会や実生活と自己との関わりから

問いを見いだし」）。第５に、ひとつながりのスキルの獲得を追求するようにしたことである

（「自分で課題を立て、情報を集め、整理・分析して、まとめ・表現することができるよう

にする」）。第６に、養うべき態度に実社会との接点が盛り込まれたことである（「新たな価

値を創造し、よりよい社会を実現しようとする」）。 

 ところで、1990 年代以降、学校は平等な「学歴獲得競争」の場としての実態を失ってき

た。現在に至っては、大学も保護者の経済格差を度外視すれば「全入」状況にあり、「競争」

は一部の児童・生徒のものにすぎない。「競争の陶冶力」は衰え、学校生活の意味も曖昧化

した。「いじめ」や「学級崩壊」という「（学校）病理」さえ生じている。すなわち、だんだ

ん明らかになってきたことではあったが、「キャッチ・アップ後」の教育は、「競争」以外の

学びのモチベーション資源を獲得する必要があった。しかし、前述したようにできなかった。

そしてそれは、学校であるのなら、学習それ自身から獲得されるべきである。「総合探究」

は、学習それ自身から学びのモチベーションを獲得することに挑戦していると評価できる。 

他方で「総合探究」は、「探究」の展開される場として、「後退期」の地域社会の実態を見

いだすことになる。「総合学習」からの変更は、学びの「根」を地域社会に伸ばすことを可

能にするという点で大きな意義をもっている。1999 年告示の学習指導要領で設置された「総

合学習」は、大学入試に対応するしかなかった中等教育の弊害を緩和する付け加え的な意味

しかもっていなかった。しかし、「総合探究」は中等教育の要としての意味（新しい学習指

導要領を体現する領域であり、学習それ自身から学びのモチベーションを獲得することに

挑戦する）をもっていると考えることができる。 

これらの目標を実現できるのか、「画餅」に陥らないかという危惧は十分にある。しかし、

逆にこれらを実現できる学校・教員側の体制を整えるべきという主張に根拠を与えたと考

えるべきである。そして「総合探究」には、「探究」を展開可能であり、必要とする場所が、

学校の外側に豊富に、そして深刻に存在する状況となった。 

 

（２）「学習内容」の例示の変化が語ること――「地域や学校の特色に応じた課題」が加え

られたことの意味 

 

前述したように、「総合探究」は「総合学習」の当初から、各学校で「学習活動」の内容

を定めるとしている点で特別な構造をもっていた。ここでは、各学校で定めるとした「学習

内容」の例示の変化について検討する。 

図表２（次頁）は、各学校で定める「学習活動」の例示を中学校、高校別に変化をまとめ

たものである。高校を中心に検討する。ただし、中学校の部分も載せた。違いに触れること

で、高校には何が期待されているのかを明らかにするためである。また、「学習内容」の例
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示の表記は、「リード文」と「例えば」として紹介される「学習活動」の例示の２つによっ

て構成されている。 

まず、「リード文」について検討する。 

 

図表２ 各学校で定める「学習活動」（中学校、高校）の例示の変化 

1998年告示学習指導
要領

2003年改正学習指導
要領

2008年告示学習指導
要領

2017年告示学習指導
要領

リ
ー

ド
文

……学校の実態に応じ
た学習活動を行うもの
とする。

（同左）

学習活動について
は、学校の実態に応じ
て、例えば……を行うこ
と。

目標を実現するにふ
さわしい探究課題に
ついては、学校の実態
に応じて、例えば……
などを踏まえて設定す
ること。

国際理解，情報，環
境，福祉・健康などの
横断的・総合的な課題

（同左）
(同左)についての学習
活動

国際理解、情報、環
境、福祉・健康などの
現代的な諸課題に対
応する横断的・総合的
な課題

生徒の興味・関心に基
づく課題

（同左）
(同左)についての学習
活動

(同左)

地域や学校の特色に
応じた課題

（同左）
(同左)についての学習
活動

(同左)

職業や自己の将来に
関する学習活動

(同左)

高校1999年告示学習
指導要領

2007年改正学習指導
要領

2009年告示学習指導
要領

2018年告示学習指導
要領

リ
ー

ド
文

地域や学校の特色、生
徒の特性等に応じ、例
えば、次のような学習
活動などを行うものと
する。

（同左）

学習活動について
は、地域や学校の特
色、生徒の特性等に応
じて、例えば……など
を行うこと。

目標を実現するにふ
さわしい探究課題に
ついては、地域や学校
の実態、生徒の特性等
に応じて、例えば、……
などを踏まえて設定す
ること。

国際理解，情報，環
境，福祉・健康などの
横断的・総合的な課題
についての学習活動

（同左） (同左)

国際理解、情報、環
境、福祉・健康などの
現代的な諸課題に対
応する横断的・総合的
な課題

生徒が興味・関心，進
路等に応じて設定した
課題について，知識や
技能の深化，総合化を
図る学習活動

（同左） (同左)
生徒の興味・関心に
基づく課題

自己の在り方生き方や
進路について考察する
学習活動

（同左） (同左)
職業や自己の進路に
関する課題

地域や学校の特色に
応じた課題

※　学習指導要領各年版から作成。学習課題が列記され最後で学習活動としてまとめられる記述とそれぞ
れ別個に学習活動が記述される場合があるが、厳密に区別していない。記述の順番は一部替えている。また
太字は新出したものに、筆者が付した。

高
等
学
校

中
学
校

例
示
内
容

例
示
内
容

 

具体化な編成に際して踏まえるべき（「応じて」）ものとして、当初から「地域や学校の特

色、生徒の特性等」が上げられている。そして、2007 年改正、2009 年告示のそれぞれの学
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習指導要領ではほぼ同様となっている。それが 2018 年告示の学習指導要領では、「地域や

学校の実態」に変更されている。「地域や学校」の状況が、「特色」というような平板な差異

に止まらず、「実態」という問題・課題も抱えたことを示唆する強めの言葉に変更されたと

ころに、問題意識が現れていると考えられる。中学校での「学校の実態」と比較して、同じ

文言であるが、高校での学習活動の領域は広くなることが考えられる。そして、ここでは指

摘するだけに止めるが、中高共に「目標を実現するにふさわしい」という限定が加わった。

これが重要な意味をもつ。後述する。 

次に、「例示内容」を検討する。各学校で「学習活動」の内容を定められることになって

いる。そのため、「例えば」に続く形で紹介される。 

当初は、３つの学習活動であった。 

１つ目が、「国際理解，情報，環境，福祉・健康などの横断的・総合的な課題についての

学習活動」である。「総合探究」では、「国際理解、情報、環境、福祉・健康などの現代的な

諸課題に対応する横断的・総合的な課題」となっていて、「現代的な諸課題に対応する」と

限定が付けられる。この限定をどのように受け取るのかで各学校の取り組みの質が測られ

るのであろうが、教科横断的であることも目指したというそもそもの領域の設計論理をそ

のまま踏襲したと考えることはできるだろう。 

２つ目が、「生徒が興味・関心，進路等に応じて設定した課題について，知識や技能の深

化，総合化を図る学習活動」である。生徒由来のということで特徴づけられる学習活動であ

ると考えられる。この「生徒の興味・関心、進路等」という記述が曲者で、前者ではそれを

どのように把握・具体化するのかということが、後者では「学歴獲得競争」との関わりでそ

れぞれの学校が競争上に占める位置の違い（進学校なのか、進路多様校なのか等の違い）に

影響された「進路」の（生徒にとっての）切実性が問題となる。これは３つ目の学習活動と

重なる点でもある。以降で「総合学習」の学習活動をデータ的に検証するが、先取りすると、

だからこそ「総合学習」は、特別活動で展開されることになっている「進路指導（キャリア

教育）」に容易に置き換え可能であるし、事実そうであった。すなわち、「総合学習」は多く

の高校において「進路指導（キャリア教育）」として実施されていた。ところでこの学習活

動は、「総合探究」では、「生徒の興味・関心に基づく課題」に簡略化された。 

３つ目が、「自己の在り方生き方や進路について考察する学習活動」である。この場合の

「在り方生き方」が進路選択の当事者としての自分なりの生き方イメージの探索にかかわ

るものであるなら、「進路探索」には矮小化できない。とはいえ、これも「進路指導（キャ

リア教育）」に置き換え可能なものであった。新しい学習指導要領では、これも「職業や自

己の進路に関する課題」に簡略化された。 

４つ目が、「総合探究」になって新たに加えられることになった「地域や学校の特色に応

じた課題」である。「総合探究」には、各学校に「カリキュラム・マネジメント」が要請さ

れているという裏付けもある。コミュニティ・スクール化や地域学校協働本部の設立が問題

とされる現時の切迫感も現れていると考えられる。 
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これらによって、この新設の課題を具体化することが可能になる。各学校は、それぞれの

学校を取り巻く環境、すなわち生徒の学習環境（問題意識の「ゆりかご」である）として、

「人口減少」の影響が多様に現れ、生活の基盤でもある地域社会を対象とすることができる。

しかし、新しい例示内容の追加を学校側からの意味づけに止まるものとして、理解するべき

ではないだろう。「人口減少時代」の推移も関わるけれど、地方自治体や地域社会側からす

るなら、抱えている問題を、学校で吟味・検討できる可能性を開いていると考えることもで

きる。すなわち、「社会に開かれた教育課程」をさらに発展させて、地域社会への学校の門

戸開放の可能性が提示されていると考えることもできるのではないだろうか。学校が地域

社会を利用するだけではなく、地域社会が学校を利用する可能性も拓いたとして理解した

い。 

最後に、中学校との違いについて確認しておく。「総合学習」の学習活動は、当初から「地

域や学校の特質に応じた課題」があったこと、また 2008 年告示学習指導要から、「職業や

自己の将来に関する」課題が付け加えられたことが違う。前者は、高等学校の学区と中学校

の校区の違いが、後者は実態に合わせることになったことが関わっていると考えられる。 

 

（３）「総合学習」はどのように実施されてきたか――「総合学習」の問題意識と中等教育

原理（進路指導）の齟齬 

 

 「総合学習」（「総合探究」）は、各学校で「学習活動」の内容を定めるとしている点で特

別な位置にあった。そのため、学習指導要領の文言の検討は限定的な意味しかもっていない。

各学校でどのようなものとして、実施されてきたのかについての検討が不可欠である。 

しかしながら、文部科学省が「総合学習」に限定して、実施状況全体を明らかにしたデー

タは管見の限り見付けることはできなかった。そのため、全国レベルで「総合学習」がどの

ように実施されてきたのかを知ることは難しい。文部科学省の「教育課程の編成・実施状況

調査の結果について」として公表している資料の一部から、かいまみえる程度に止まる。こ

の限定された資料から、「総合学習」の実施状況を検討する。 

図表３（次頁）は、調査年度別に、高等学校（普通科）における「総合学習」実施単位数

別の実施状況を表したものである。 

ここまでは各学習指導要領を告示年との関係で検討してきたが、調査年度との整合性を

図るためには、実施年度が問題となる。単純に考えると、1999 年告示の学習指導要領は、

2003 年度の第１学年から学年進行で実施されている。同様に書き上げると、2003 年告示の

学習指導要領一部改正は 2007 年度から、2009 年告示の学習指導要領は 2013 年度から実

施されている。しかしながら、「総合学習」は教科書がないため、告示年の次年度から取り

組まれる場合もあったという。さらに、「総合学習」では各学校が学習内容の一部編成を行

うため、この前倒しの現実がどうなっていたのかを、資料から知ることができない。そのた

め、曖昧さを含むことになった。それで、2006・2007 年度の調査結果は、1999 年告示の学
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習指導要領の適用時にあたるものとみなしたい。同様に、2010 年度の調査結果は 2007 年

改正の学習指導要領の適用時、2013・2015 年度の調査結果は 2009 年告示の学習指導要領

（以下では、旧学習指導要領と表記する）の適用時とみなすこととする。 

 

図表３ 高等学校（普通科）における「総合学習」実施単位数別実施状況（文部科学省） 

2単位 3単位 4単位まで 5単位まで 6単位まで 6単位以上 合計

2006年度 制度上ない 92.8% 5.9% 0.6% 0.7% 0.1% 100.0%

2007年度 制度上ない 92.6% 6.3% 0.5% 0.6% 0.0% 100.0%

2単位 3単位 4単位 5単位 6単位以上 小計 特例等

2010年度 2.0% 96.3% 0.7% 0.4% 0.6% 100.0% 0.0%

2013年度 4.4% 91.2% 1.1% 0.4% 0.8% 98.0% 2.0%

2015年度 3.9% 90.7% 1.1% 0.7% 0.9% 97.3% 2.7%

※　2006・2007年度は単位時間数で書き上げられている。また「106～140時間」のようにゾーンで記

述されている。比較のために上限を35で除して記入した。そのため正確さに欠ける。

※　資料出所は、「教育課程の編成・実施状況調査の結果について」高等学校の各年度版。図表5
まで同様。

 

しかし、実施単位数だけに注目するなら、学習指導要領による影響は、２つに区別できれ

ばよい。実施単位数を 2 単位に縮減することが認められた 2007 年改正の学習指導要領時の

前後である。 

まず、調査年度としては最も新しい 2015 年度（旧学習指導要領時）から実施状況を確認

しておく。旧学習指導要領では「総合学習」は、単位数が 3～6 単位（これは新学習指導要

領の「総合探究」も同様。2 単位まで縮減することが認められている点も同様）。時間数で

は、50 分授業時×年間 35 回で、105～210 単位時間が配当されている（70 単位時間でもか

まわない）。 

前述した調査によると、全学年で「総合学習」が実施されている高校は、85%であった。 

単位数は 3 単位の配当が 90.7%で、基本的には最低単位で実施されていたと言える。2 単

位の配当の学校も 3.9%ある。最大の 6 単位を配当した高等学校は、1%に届かない（最も多

い普通科で 0.9%）。 

これは 2006 年度の調査からほとんど変化がないと考えられる。すなわち、高等学校にお

いて、旧学習指導要領時までの「総合学習」は、制度導入時の高い位置づけとは裏腹に、最

低単位で実施されていた。そして、「ゆとり教育」から「確かな学力」へ転換しても、その

点は変化がなかった。 

ところで、「総合探究」は小・中学校における「総合学習」の取組を基盤にした上で（基

盤にすることができるものであるのかどうかの問題はあるが）「自己の在り方生き方に照ら

し」合わせること、「自己のキャリア形成の方向性と関連づけ」ることを求める。そのため、

小・中学校における「総合学習」の実施についても、最小限の確認しておく14。 

 
14 「教育課程の編成・実施状況調査の結果について」では、学年別の「学習内容」の記載に止

まるため、それしか窺い知ることはできない。 
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まず、標準授業時数のみの確認をしておく。 

小学校では、2003 年改正の学習指導要領によって、「総合学習」開始時（1999 年告示の

学習指導要領時）の 3～6 年生（4 学年）における 430 時間（コマ数に換算すると 12.2 コ

マ。以下同様）配当から、（同、4 学年）280 時間（8 コマ）に削減された（新しい学習指導

要領においてはこの時間数を維持）。 

中学校では、2007 年改正の学習指導要領によって、「総合学習」開始時の 1～3 学年（3

学年）で 210～335 時間（6～9.6 コマ）から、190 時間（5.4 コマ）に削減された（新しい

学習指導要領においてはこの時間数を維持）。 

全体としては、「ゆとり教育」から「確かな学力」への方向転換で、「総合学習」の位置は

引き下げられた。そして、「総合探究」に名称を変更しても、時間という面で高められたわ

けではない。しかし、各学校においてどのように実施されてゆくか、されざるを得なくなる

かは、別問題である。 

再び「教育課程の編成・実施状況調査の結果について」（高等学校各年度版）に戻って、

「総合学習」がどのような内容で行われてきたのかの検討に移る。 

 

図表４ 「総合学習」の内容（４領域区別）別実施校の割合（文部科学省） 

①国際理解、情
報、環境、福祉・
健康などの横断
的・総合的な課題
についての学習活
動

②生徒が興味・関
心、進路等に応じ
て設定した課題に
ついて、知識や技
能の深化、総合化
を図る学習活動

③自己の在り方
生き方や進路につ
いて考察する学習
活動

④その他

2006年度 52.5% 60.6% 88.6% －

2007年度 51.5% 61.3% 90.5% －

2010年度 不明 63.7% 86.7% 10.0%

2013年度 64.9% 65.1% 92.8% 8.8%

※　2015年度はこの形での集計はされず、具体的な学習内容としてのみ計上されている。

※　2010年度は①で数字が計上されていない。

※　複数回答として集計されている。

 

図表４は、調査年度別に、高等学校普通科における「総合学習」の内容を３領域区別で分

類し、実施校の割合をみたものである。複数回答で集約されている。また、年度で①欄が不

明なものや具体的な内容が不明の④もある。また、学年の区別もなく、実施期間さえも判ら

ず、程度の区別もなく、その学校で実施されたかどうかだけしかわからない。しかし、デー

タとしては貴重なものなので、これも検討素材とする。 

①欄の「国際理解、情報、環境、福祉・健康などの横断的・総合的な課題についての学習

活動」が 5～6 割、②欄の「生徒が興味・関心、進路等に応じて設定した課題についての知

識や技能の総合化を図る学習活動」が 6 割であるのに比して、③欄の「自己の在り方生き方

や進路について考察する学習活動」がおよそ 9 割を占めることが分かる。不明のある 2010

年度を除いて複数回答を単純集計すると、2006・2007 年度が 200%超で、2013 年度は 230%
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超となる。学習活動の領域は、重複していたと考えられる。調査年度でそれぞれの領域の増

減も断定は難しい。2013 年度の①は災害（東日本大震災、福島第一原子力発電所事故）関

連の総合学習が行われ、実施校が多かった可能性考えられる。本筋とは異なる議論であるが、

昨今の災害の多発を考えると、高校も含めて「総合探究」のテーマとして地域防災が取り組

まれるべきであると考える。 

ところで図表４からみる限り、普通科では「総合学習」において、「自己の在り方生き方

や進路について考察する学習活動」、すなわち「進路指導（キャリア教育）」は 1～3 のどこ

かの学年で、あるいは複数の学年で、重複して実施されていたことがわかる。これが基本で

ある。それと並行して、あるいは意味づけを重ねる形で①②、そして④がひとつの学年で、

あるいは複数の学年で実施されていた。具体的には、「進路指導（キャリア教育）」も含めた

行事が行われる。この行事を「総合学習」として意味づけ、数字としてこの資料に計上され

たのではないかと推測する。 

 2013・2015 年度版の調査結果には、小領域別の学習内容の実施割合についてのデータが

ある。高等学校普通科に関わる数字をまとめたのが図表５である。 

 

図表５ 「総合学習」の内容（小領域区別）別実施校の割合（文部科学省） 

国際理

解
情報 環境

福祉・

健康

伝統と

文化
防災

まちづく

り

キャリ

ア

社会と

政治
その他

2013年度 44.2% 34.8% 43.9% 46.7% 48.3% 23.8% 14.9% 90.0% － 24.1%

2015年度 39.7% 27.1% 33.3% 36.6% 45.5% 19.1% 12.9% 90.8% 26.2% 34.2%

※　2013年度には「社会と政治」の区分がない。また、2010年度以前はこの形で「具体的な学習活動」を

集計していない。

※　2010年度調査以前には図表４の４領域を区別したデータしか掲示されていない。
 

 2013 年度は、前述した４領域の区別とこの小領域の区別別の両方の数字が計上されてい

た。そのため、比較ができる。 

図表４との対応関係は、①「国際理解、情報、環境、福祉・健康などの横断的・総合的な

学習」がそれぞれ、「国際理解」、「情報」、「環境」、「福祉・健康」に対応していると考えら

れる15。②欄の「生徒が興味・関心、進路等に応じて設定した課題についての知識や技能の

総合化を図る学習活動」が「伝統と文化」、「防災」、「まちづくり」に対応するのかどうかは

微妙であろう。しかし、③欄「自己の在り方生き方や進路について考察する学習活動」と「キ

ャリア」（教育。これは現実的には進路指導行事等）の数字は、ほぼ同じである。このこと

から考えても、図表４の③欄の内容を「キャリア」であると推測したのは正しいと言えるだ

ろう。 

 
15 図表４では合算処理されているので、小領域区別で対応する数字を単純合計した 169.6%と

①の 64.9%が合致しないのは当然である。小領域区別の内容の重複の在り方は、意味づけの重

複（①にあたるものに、複数の小領域区別の意味をもたせた）と、複数の小領域区別の内容を

それぞれ特定回数実施し、①の枠としては 64.9%となった場合の２つが考えられる。 
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 そして、図表５においても、「総合学習」が「キャリア」を中心としていることは同様で

ある。これを軸にして、重複する形であるいは別個に、学年の取り組みとして必要に応じて

実施していたと考えられる16。 

この「総合学習」が進路指導で使用されるという点は、中学校でも変わりない。詳細は割

愛するが、中学校における関連領域の実施校率のみを掲げておく。2009 年度が 90.5%（領

域名称は「職業や自己の将来」）、2011 年度が 92.5%（領域名称は同上）、2013 年度が 94.9%

（領域名称は「キャリア」。以降同様）、2015 年度が 93.0%、2018 年度が 95.3%となってい

る。 

ここまでの検討から明らかなように、「総合学習」は高校において（中学校も同様）その

ねらい（「自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決

する資質や能力を育てること」と「学び方やものの考え方を身に付け、問題の解決や探究活

動に主体的、創造的に取り組む態度を育て、自己の在り方生き方を考えることができるよう

にすること」）を全面的な形で実現することはできず、進路指導の必要性に応じ「キャリア

教育」を軸に、学年行事を展開する時間枠として使用されていた可能性が高い。 

ところで、文部科学省以外で「総合学習」の実施状況について明からにしたものとしては、

ベネッセ教育総合研究所の「学習指導基本調査」がある。総合学習を実施した教員（管理職

も含む）に尋ねた形のデータであるため、これも全体像に迫ることはできない。しかし、貴

重なデータである。高校についてのデータ収集はさらに断片的なものであるが、違う主体に

よる調査という点を重視し、検討することにしたい。 

2016 年の「第６回学習指導基本調査 DATA BOOK（高校版）」「2－4 探究学習」17に関

わる数字がある。しかし、「総合学習」と「学校設定教科を用いて、一定の期間をもって取

り組む形式の学習指導」を同列に扱い、学校長に実施状況を尋ねた結果である。公立高校で

「全ての生徒を対象として実施している」と回答したのは 48.5%で、「実施していない」が

26.0%となっている。制度的には、最低でも 2 単位（70 時間）行うことになっていること

とは整合しない。「総合学習」の時間を使用しても、「探究学習」ではないとの理解なのであ

ろう。そのため、紹介はここまでに止める。 

比較的データの揃う中学校について、かい摘んで示唆的な内容を掲げておく。 

「総合学習」導入当初の 2003 年度調査の結果は、金子真理子によって分析された。 

まず、「総合的な学習の時間」の標準時数の設定についての教師の意見を紹介する。「なく

 
16 「キャリア」を軸に、例えば修学旅行という特別活動（行事）を訪問先との関係で、「国際

理解」や「伝統と文化」に位置づけ、これを「総合学習」の時間で展開していたのであろう。

高校の特別活動の中心軸が「進路指導」におかれることを鑑みれば、このような結果になるの

は容易に想像できる。逆の言い方をすると、「キャリア」や行事に重なりにくい、「防災」、「ま

ちづくり」の実施校率が低いのも頷けるところである。2015 年度に「政治と社会」が登場する

のは、この年度の初頭に選挙権年齢の引き下げが国会決議されたことに対応した動きが現れて

いるということである。 
17 20－22 頁。 
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してもよい」あるいは「削減」がそれぞれ 4 割弱を占めている。非常に多いと評価できる。

歓迎されて始まったわけではない、と言える。その根拠は「教師の負担が増えた」からであ

る。「教師の負担が増えた」と回答した教員は、97.4%（「とても当てはまる」73.8%、「まあ

当てはまる」23.6%）である。非常に高い数字である。 

次に、評価を複数回答で聞いた項目から内訳の大きなものを上げておく。「教師によって

負担の差が大きくなった」と回答した教員は 82.7%、「学習テーマの設定に悩むようになっ

た」が 80.3%となっていた18。 

学習指導要領の一部改正と同じ 2007 年度に調査が行われている。諸田裕子によって分析

された。参考として、異なる年度調査の同じ項目のデータも合わせて掲げておく（図表６）。 

 

図表６ 「総合学習」と他の学校行事や教科との関係（ベネッセ教育総合研究所） 

中学校

学校行事や
その事前事
後の学習指
導

複数の教科
の学習内容
を融合した学
習※

教科の学習
内容をより深

める学習

教科学習の
補充や補習

2002年度調査 66.4% － 21.1% 13.2%

2007年度調査 77.1% － 25.7% 21.8%

2016年度調査 83.7% 23.7% 26.5% 22.9%

※　2002・2007の両年度にはこの項目がない。
 

「総合学習」は、「学校行事やその事前事後の学習指導」として行われているのが 77.1%、

「教科の学習内容をより深める学習」として行われているのが 25.7%、「教科学習の補充や

補習」として行われているのが 21.8%であった。 

「総合学習」は、やはり「学校行事やその事前事後指導」として使用されていた。 

当たり前のことであるが教科担任制の中学校では、「総合学習」は学年として、あるいは

学校として行われることになる。小学校のように全教科を教授するクラス担任が自らの学

級において「総合学習」を実施するのとは全く異なる。そのため、「学校行事」の事前事後

指導として使用されざるを得ない。それを越えるためには、学校が統合的な目標をもち、各

学年の目標に具体化し、学年団で実施して行く体制を構築する必要がある。負担の問題も念

頭に置くならば、これまでやってきた行事を「総合学習」に転用することが優先されるしか

ない。この転用状況が変わるためには、負担を上回る必要性が浮上する、あるいは負担その

ものの是正が進むことが重要になってくる。 

諸田は、「「総合的な学習の時間」が当初目的としていた「知識・技能の総合化」や「課題

解決能力の育成」のためだけではない形で機能している可能性（あるいは、当初の目的以上

の機能をになわざるを得ない学校の現状）が指摘できる」としている19。 

この調査は３つの年度に限られているため、それが変化であると理解するのは早計であ

 
18 ［金子真理子、2002］60～65 頁。 

19 ［諸田裕子、2007］84～89 頁。 
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ろう。しかし、２つのことは考えられそうだ。第１に、「総合学習」が学校行事との関係を

より深める形で実施されている可能性である。第２に、「複数の教科の学習内容を融合した

学習」というカテゴリが調査に設けられたことともかかわるが、他のカテゴリも少しではあ

るが実施率が上がっていることを評価するなら、全体的に実施率が上がってきた可能性を

示唆できるのではないだろうか。金子は、「総合学習」の時間が学校現場にとって否定的に

とらえられていたことを報告しているが、近年は「総合学習」が定着してきた可能性もある

のではないだろうか。 

これ以外の年度比較が可能なデータに、文部科学省のものと内容の区別の仕方は異なる

が、学習内容別に実施状況を問うたデータがある。これに沿って実施状況を確認しておきた

い（図表７）。 

 

図表７ 「総合学習」の学習内容別の実施率（ベネッセ教育総合研究所） 

中学校
地域にかか

わる学習

環境にかか

わる学習

情報（コン

ピュータな

ど）にかかわ
る学習

福祉や健康

にかかわる
学習

国際理解や

英語にかか
わる学習

将来の進路

や職業など
の指導

2002年度調査 66.4% － （69.0%） － － 68.9%

2007年度調査 78.6% 59.0% 49.2% 57.0% 24.7% 86.3%

2016年度調査 72.6% 46.8% 39.4% 49.7% 23.5% 91.7%
 

これを見る限り、やはり「将来の進路や職業などの指導」が最多である。年度で増加をし

ているのかもしれない。そして文部科学省のものにはないカテゴリ、「地域に関わる学習」

が大きな位置を占めていることがわかる。 

比較のために、文部科学省の「教育課程の編成・実施状況調査の結果について」で中学校

の同種のデータが存在する 2013 年度版と 2015 年度版のデータも掲げておく（図表８）。 

 

図表８ 「総合学習」の学習内容別の実施率（文部科学省） 

中学校
国際理

解
情報 環境

福祉・

健康

伝統と

文化
防災

まちづく

り

キャリ

ア

社会と

政治
その他

2013年度 33.1% 37.2% 53.1% 61.4% 69.9% 27.9% 26.6% 94.9% － 22.7%

2015年度 29.5% 26.1% 42.8% 55.3% 65.5% 25.3% 21.2% 93.0% 10.1% 25.5%

※　2013年度には「社会と政治」の区分がない。また、2010年度以前はこの形で「具体的な学習活動」を集計していない。

※　2010年度以前は例示された「①国際理解、情報、環境、福祉・健康」とその他のみ把握する方法で

あった。それ以外は「②生徒が興味・関心、進路等に応じて設定した課題について知識や技能の深化を

図る学習活動」、「③自己の在り方生き方や進路について考察する学習」、「その他」の大区分となってい

た。  

ベネッセ教育総合研究所の調査は、文部科学省の調査よりも項目が少ない。また、「地域

に関わる学習」のように、対比する項目がないものもあった。このような問題があることを

承知した上で、ベネッセ教育研究所調査の 2016 年度と文部科学省の 2015 年度の数字を比

較してみよう。ただし、「情報（コンピュータなど）に関わる学習」、「国際理解や英語に関
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わる学習」、「将来の進路や職業などの指導」では、文部科学省調査のそれぞれ（「情報」、「国

際理解」、「キャリア」）と名称が少しずつ異なっている。 

ベネッセ教育総合研究所調査、文部科学省調査の順で記述する。「環境」が 46.8%－42.8%、

「情報」が 39.4%－26.1%、「福祉・健康」が 49.7%－55.3%、「国際理解や英語」が 23.5%

－29.5%、「将来進路や職業」が 91.7%－93.0%となる。数字は違うと言えば違う（特に、「情

報」）が、それほど大きな差ではないと思われる。また、「地域に関わる学習」は、「伝統と

文化」・「防災」・「まちづくり」が関連すると考えられるが、前者が 72.6%、後者の単純計で

112.0%、「伝統と文化」だけで考えると 65.5%であることから、数字の多寡の評価はできな

いが、カテゴリの対応はこの理解で良いのかもしれない。 

ところで「総合学習」は、各学校で「目標」と「内容」を定めることになっている点で、

教育課程において、特別な位置にあった。ここまでの検討から、その内実を以下のように述

べることができる。 

それは中学校においても高等学校においても、「総合学習」は「進路指導（キャリア教育）」

を核として実施されていたということである。そして、それ以外では修学旅行等の特別活動

（特に行事）の事前・事後指導に使用されてきたということである。 

このことは、「総合学習」が生み出された時期の問題意識を、中等教育が受け止めること

が困難であったことを意味していると考えられる。すなわち、日本の中等教育の中核原理で

ある進路指導（単線型教育制度のもとで、社会的な平等を公正な競争という形で担保しつつ、

将来の社会的地位を配分する手段としての教育。後になってキャリア教育という名前が付

された）は、「総合学習」の発芽を抑制したのであった。 

この状況が今後も続くなら、新しい学習指導要領の下での「総合探究」も同様の運命をた

どるしかないだろう。しかし、「はじめに」でも述べたように、残念ながら時代は変化して

いる。比喩的な言い方となるが、いろいろな場所で「既に未来は顕在化している」。北海道

の地方の小規模高校で現在見ることができること、すなわち大都市以外の未来の高校の姿

は、「総合探究」の展開を必要としている。 

 

第２節 「総合探究」が課題としたこと――その革新性と論点 

 

ここまで検討してきたように、「総合学習」は歴史的に重要な役割を持って誕生した。そ

して、その「発芽」は抑制されてきた。しかしながら、「総合探究」では、切迫した時代状

況と、３つの中教審答申と新しい学習指導要領という裏付けをもって、再出発のための条件

を整えたと考えることができる。だからと言って、ひとりでに「発芽」するわけではない。

なぜなら、「総合探究」の構想の中には、少なくとも『解説』を読む限りにおいては、生か

すべき革新的な部分と共に、無視できない矛盾も内包されているからである。この矛盾をど

のように革新の実現に生かすことができるのか、それを構想することが肝要である。以下で

は、『解説』の検討を行う。 
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まずは、「総合探究」が課題としたことについて確認する。次に、それが矛盾をもったも

のであることを明からにする。先取り的に指摘しておくなら、「総合探究」の課題を地域に

求めたとしても、現時の消費文化がもっている陶冶力とそれによって社会化された生徒の

学習を活性化するためには、乗り越えなければならない課題がある。ここに、「新聞づくり」

講義の方法を構想する必然性がある。このような意味で、「総合探究」を進めるためのひと

つの方法論（新聞づくり）を本稿では提案することになる。 

 「総合探究」登場の背景について、ここまでの記述で、以下の 2 点を指摘した。 

 第１に、「総合学習」（「総合探究」）は、当初から各学校で「学習活動」の内容を定めると

している点で特別な位置にあった。しかし、それは当時の教育状況では十分に展開できたわ

けではない。だが 2015 年以降の、「コミュニティ・スクール」と「地域学校協働本部」に関

わる中教審答申や、学習指導要領の改訂における「社会に開かれた教育課程」、「カリキュラ

ム・マネジメント」は、「学習内容」の例示に「地域や学校の特色に応じた課題」が加える

ことと相まって、各学校が「学習活動」の内容を定めることに意味と裏付けを与えることに

なった。 

第２に、「総合学習」の問題意識は、これまで中等教育原理（「進路指導」）によって「発

芽」を妨げられてきた。しかし、「総合探究」には、中等教育原理を異化する（目先の進路

決定にフォーカスした「進路指導」を越えて、もっと長期の自分の生き方に結びつけて陶冶

しようようとする）構想が含まれている。それは、新しい学習指導要領全体に貫く志向性

（「育成を目指す資質・能力」、「主体的・対話的で深い学び」）が、「総合探究」にもたらし

たものである。例えば、教育・学習の目標を「資質・能力」の育成にあるとしたこと（コン

ピテンス・ベースの目標設定）は、「オーセンティックな課題」20の学習に必然性を与える。

コンピテンス・ベースの目標設定に移ることで、目的にたどり着く前に教育が終了してしま

うことを越える可能性を拓いた。 

 

（１）「総合探究」の構想の革新性 

 

 「総合探究」は、「探究」という学習活動をひとつのシステムとして理解・構想する点で、

「総合学習」から深化したと考えられる。そして、それを実現する構想の要は、学習対象の

在り方、『解説 総合探究編』の言い方を借りると「目標を実現するにふさわしい探究課題」

（以下、「ふさわしい探究課題」と略記する）と「資質・能力の三つの柱」のひとつの柱「知

識・技能」に付加された「概念」にある。順番に説明してゆこう。 

 

①「学習課題」の内在化と「質の高い探究」 

まず、「総合探究」は、「学び」の位置を変更することで「探究」を内在的なものとするこ

 
20 「本物の課題」。教育用に作られた偽物の課題ではないという意味である。［F.M.ニューマ

ン、2017］参照。 
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とを構想した。 

「総合学習」は、「課題を解決することで自己の生き方を考えていく学び」であった。す

なわち、「総合学習」において「学び」は、「自己の生き方を考える」手段の位置にある。し

かし、「総合探究」は、「自己の在り方生き方と一体的で不可分な課題を自ら発見し、解決し

ていくような学び」に焦点をあてる（8 頁）。すなわち、「学習課題」の内在化を追求してい

る。そのことで、「学び」は自己のキャリア形成の方向性と関連付き、生きることとの結び

つきも推進されるに違いないと期待した21。前述したように、中等教育における「総合学習」

は「進路指導（キャリア教育）」として実施されてきた。その要因（中等教育における進路

指導、生徒にとっての進路決定の位置の高さ）を覆すことまでを目標とするものではない。

しかし、受験産業の情報や学校の進路の相場観を受け入れた、目先の進路決定に時間的視野

が閉じないこと目指したものとして評価できる22。 

ここが起点となり、「総合探究」は、生徒の内的動機と結び付いた「探究」を推進するシ

ステム、いわば探究推進システムとして構想することが可能になった（8～10 頁）。 

次に、「探究」の要件として「質の高い探究」を挙げる。これは、２つの内容から構成さ

れるが、学習課題が内在化したことを示す徴候であり、同時に目標でもある。 

ひとつ目の要件は、「探究の高度化」（「整合性」、「効果性」、「鋭角性」、「広角性」）である

（9 頁）。これは同時に、「探究」が展開していることの徴候であり、目標でもある。 

もうひとつの要件は、「探究が自律的に行われる」ことである。「自己課題」（化）、（自己

 
21 この「自己の在り方生き方と一体的で不可分な課題を自ら発見し、解決していくような学

び」は、ひとつの学習の方法論として理解できる。 
22 しかしながら、具体例で挙げられている箇所は、従来の「進路指導（キャリア教育）」とそ

れほど変わるところがない（74 頁）。しかし、工夫がないわけではない。まず、内在性を重要

視する。例えば、「職業や自己の進路に関する学習を行うことは、高校生にとって、とても関心

の高いことであり、高校生の発達にふさわしいものである」(61 頁) 。そして、探究の論理に

引き込むことを構想する。「その際（職業や自己の進路に関する学習、引用者注）、課題の解決

や探究活動を通して行うことが欠かせない。生徒が自ら職業や自己の進路に関わる課題を設定

し、自らの力で解決に取り組み、その結果として生徒一人一人が自己の在り方生き方を真剣に

考える学習活動が展開されることが求められている」（62 頁）。すなわち、何とか「総合探究」

のフォーマットにのせることを構想する。従来の「進路指導（キャリア教育）」とその行事に施

す改良は、次の提案である。「例えば、就業体験活動や大学・企業等の訪問などを探究の過程に

位置づける場合においても、事前に様々な職業や研究領域などを調べ、そこから生徒が見付け

た課題について、体験する職場や訪問する大学・企業等を探すことなどが考えられる。さら

に、体験活動や訪問先においても、そこに働く人と直接関わったり、目的と照らし合わせて考

えたりすることなども大切になる。また、体験や訪問を終えた後も、単に感想を発表するだけ

でなく、課題や目的に照らして何を考えたのか、さらにどのような課題が生まれてきたのかな

どについて、レポートや論文にまとめたり発表したりして、さらに探究が連続することが重要

である」(62 頁)となる。これらは現在の「進路指導（キャリア教育）」実践でも行われている

ことである。なんとか「総合探究」に位置づけようと構想するが、結果的には、中等教育にお

ける「進路指導（キャリア教育）」（生徒にとっての進路決定）の重さが「総合探究」だけで変

更できるわけではないことの証左になっている。日本の中等教育の原理の変更は、「総合探究」

だけで実践する問題ではない。別個に取り組むべき課題である。 



- 21 - 

 

による）「運用」、「社会参画」として現れるが、同時に「探究」の目標ともなっている。さ

らに言うなら、「探究」が自律的に進むための仕掛けという意味ももっている（同上）。 

すなわち「総合探究」は、「探究」という物事の本質を探り見極めようとする一連の知的

営みを、「学び」の位置を変更することで、生徒個々人に内在化された「課題設定」が、「探

究過程」や「課題の更新」を自走させる、言ってみれば探究推進システム（更新という意味

では、サイクル）を構築しようとする構想（企て）である。 

 

 ②「総合探究」における「探究」の固有性 

 「総合探究」は、教育課程において３つの点で他の教科・科目等と異なることを強調して

いる。 

 第１に、学習の対象や領域が違う。「実社会や実生活における複雑な文脈の中に存在する

事象を対象とする」（10 頁）点で違う。この点が、各学校において定める目標および内容で

の具体化を要請することにつながる。 

 第２に、各教科・科目等の見方・考え方を、教科横断的に総合的・統合的に働かせて探究

するという点で違う。この点は、「総合学習」から変わらない。各学校で「カリキュラム・

マネジメント」ができれば、現実化できる。 

 第３に、学習活動のゴールが違う。この点は、非常に重要である。後述するが、「後退期」

における日本の地方（自治体）や地域社会の抱える困難の解決は難しい。「正解」が分から

ない場合も多いだろう。「総合探究」が「実社会や実生活」の課題を、子ども用の「正解」

が存在する形式に変更せずに、そのまま対象（「オーセンティックな課題」）とするなら、「総

合探究」にも「正解」がない（暫定的な答えの存在を否定するものではない）のは当然の帰

結である。また学習活動が「探究」という形をとるなら、このように考えるしかないとも言

える。「唯一の正解が存在しない」課題に、「最適解や納得解を見いだすことを重視」（同上）

すること、すなわち学習活動のゴールを変えたことで、学習が本来もっている挑戦的本質を

解放しようとしたと高く評価できる。 

「横断的・総合的、実社会・実生活の複雑な文脈をもつ事象、様々な角度から俯瞰、解決の道筋がすぐに

は明らかにならない課題、唯一の正解が存在しない課題に対して、最適解や納得解を見いだすことを重視

している」（10 頁）。 

 

（２）構想の具体化における論点１――「ふさわしい探究課題」と「概念」 

 

「総合探究」は、以上の構想の具体化において２つの核心的要素をもつ。 

第１に、「総合探究」は「学習過程の在り方」として「ふさわしい探究課題」（14 頁）を

もつ。「ふさわしい探究課題」は、各学校で設定されるし、各学校でなければ設定できない

ものとして掲げられる。後述するが、この「ふさわしい探究課題」の「ふさわしさ」とは何

か、何に対する「ふさわしさ」か、誰が「ふさわしい」と判断するかという論点が生じ、だ
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からこそ、より「ふさわしい」ものを追求する余地を残すという点で興味深い設定となって

いる。 

第２に、「総合探究」の目標、「資質・能力の三つの柱」には、以下の 3 点の互いに関連す

る変更がなされたが、その中でも「概念」に高い位置が与えられた点に注目する必要がある。 

まず、「知識・技能」に「概念」が付加された（12 頁）。これは、「正解がない」課題に挑

戦するための、言わば思考ツールとして重要となったと考えられる。「概念」は、複数の要

素・関連を、抽象化・普遍化して、把握し表現することを進める意味での思考ツールであり、

同時にこの思考が達成された結果でもある23。さらに、ここでの「概念」は、既存の概念を

理解するという意味ではなく、「概念化すること」、あるいはその課題の理解にふさわしい

「概念を獲得すること」であるだろう。そして「概念」の理解によって、「知識・技能」が

文脈依存性から解き放つことができると構想した。 

「今回の改訂では、資質・能力として各教科・科目等で身に付ける「知識及び技能」については、具体的

事実に関する知識、個別的な手順の実行に関する技能に加えて、複数の事実に関する知識や手順に関する

技能が相互に関連付けられ、統合されることによって概念として形成されるようにすることを重視してい

る。こうした概念が理解されることにより、知識や技能は、それが習得された特定の文脈に限らず、日常

の様々な場面で活用可能なものとなっていく。」（34 頁、下線は引用者） 

 

次に、「思考力、判断力、表現力等」は、「総合探究」にふさわしい形（「実社会や実生活

と自己との関わりから問いを見いだし、自分で課題を立て、情報を集め、整理・分析して、

まとめ・表現することができるようにする」17 頁）に具体化された。また、「問い」のリソ

ースとして重視することは当然と言えるが、活動過程全体においても、「実社会や実生活と

自己との関わり」を重視した。 

最後に、「学びに向かう力、人間性等」は、「探究に主体的・協働的に取り組むと共に、互

いのよさを生かしながら、新たな価値を創造し、よりよい社会を実現しようとする態度を養

う」（19 頁）に具体化された。「他の教科・科目等」の場合、「探究」活動の志向性は学習者

の「個」の「学びに向かう力、人間性等」にフォーカスされている。「総合探究」では、学

習における協働的な、さらには（地域）社会的な「学びに向かう力、人間性等」、具体的に

は協働性や価値創造性、社会改革性に拡張されたと考えることができる。 

総じて、「探究」が展開される「実社会や実生活」というフィールドにふさわしい形で具

体化したわけであるが、その中でも「実社会や実生活」で「正解がない」課題の探究を進め

るための思考ツール＝結果である「概念」が重要となることは言うまでもない。 

そして「総合探究」の内容は、「ふさわしい探究課題」と探究を進めるための（ツール＝

結果である）「概念」が鍵となり、両者は一組になって内容が設定される。 

「総合的な学習の時間においても、個々の探究課題を解決しようとする中で、生徒は様々な知識や技能

 
23 このような意味で「概念」は、思考ツール＝結果である。 
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を結果的に習得していくが、それらが統合されて概念的理解にまで達することを目指すことが求められる。

そのために、まずは内容の設定の段階において、どのような概念の形成を期待するのかということを明示

する必要がある。」（34 頁、下線は引用者） 

 

（３）構想の具体化における論点２――各学校で具体化される際に現れる困難 

 

「総合学習」は、学習目標と内容を各学校で定めることを求め、そのために「カリキュラ

ム・マネジメント」を駆使することを求めた24。そして、委ねるだけではなく、ハードルを

課している。この項では、各学校で具体化される際に現れる困難（ハードルの高さ）を検討

する。 

 各学校はそれぞれ教育目標をもっている。まず、それを前提にして「総合探究」の目標と

内容を決定しなければならない。次に、「ふさわしい探究課題」と「探究課題の解決をとお

して育成を目指す具体的な資質・能力」を決定しなければならない25。 

各学校において定める内容として強調されているのは、「ふさわしい探究課題」とするこ

とである。「ふさわしい探究課題」の要件は２つある。 

第１に、「探究」の「一人一人の生徒が自己の在り方生き方と一体で不可分に結びついた

形で成立するような課題を自ら発見していけるような幅の広さや奥行きの深さを受け止め

られる」機能を発揮する、満たすことができる課題であること（24 頁）。生徒個々の自前の

人生哲学26にも結びついた課題を発見することができる幅の広さや奥行きの深さをもった課

題とは、いったいどのような課題であるのだろうか。 

第２に、「様々な生徒が抱く多様な課題に対する意識を生かす」機能を発揮する、満たす

ことができる課題であること（同上）。生徒達が多様な意識をもつことがお互いを生かすこ

とに通じるような課題とは、いったいどのような課題であるのだろうか。 

この２つの「ふさわしさ」を満たす課題を見つけるのは簡単なことではない。しかも、個々

の生徒にとって「ふさわしく」、同時に生徒の多様な意識自体が生徒同士で課題を深め合う

上で意味をという点でも「ふさわしく」なければならない。 

別の言い方をすると、探究（活動）が自律的に進むためには、個々の生徒にとっての内在

性はもちろんのこと、集団であることが意味あるような内在性（以下では、「二重の内在性」）

をもった課題を各学校は設定しなければならないことになる。 

 
24 『解説』では「カリキュラム・マネジメント」において「総合探究」が教育課程の中核であ

ることを謳っている。「総合的な探究の時間を教育課程の中核に据えて、学習の効果の最大化を

図る「カリキュラム・マネジメント」を確立することが大切である」（76 頁）。 
25 この点に関して『解説』は注記している。これまでは「第 3 指導計画の作成及び内容の取

り扱い」だったが、「第 2 各学校において定める目標及び内容」へと移すことで、「より明確に

示すこととした」（21 頁）。各学校の「カリキュラム・マネジメント」の中核に「総合探究」を

置くことを学習指導要領の構成としても示したのである。 
26 『解説』の本文では「在り方生き方」となっているが注 9 で検討したように、「特別の教科 

道徳」とのニュアンスの違いを意識して、このように理解した。 
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学校への要請が、機能的要件という形で要請されている点が重要である。すなわち、具体

化は、全て学校任せになっている。しかし同時に、このような困難な要請の具体化は、対象

が外から、トップダウンに与えられる形では、上手く行かないのも事実である。 

さらに各学校では、この機能的要件が果たせるような「ふさわしい探究課題」であるかど

うかは、「吟味する」ことも強調している。 

「探究の質をより高度で自律的なものとするためには、各学校において設定する探究課題がそれらを必

然として生み出すようなものとなっているかの吟味が大切になってくる。」（25 頁） 

 

「総合探究」は、学習の挑戦的本質の発揮を促す課題（「ふさわしい探究課題」）を重視し

た。「ふさわしい探究課題」の機能的要件を提示し、具体化を各学校に委ねた。 

各学校は困難な課題を抱えることになったが、これについて「学習指導要領」と『解説』

は、考える素材を２つ提示している。地域と例示である。まず、前者について検討する。 

 

（４）構想の具体化における論点３――「地域や社会との関わり」を重視することへの期待

と現実のギャップ 

 

『解説』は、各学校が「目標」と「内容」を定める際に、「地域や社会との関わりを重視」

することを要請し、その意味を３つ挙げている。 

第１は、「総合的な探究の時間では、実社会や実生活において生きて働く資質・能力の育

成が期待されていることである」（29 頁）。そして「実社会や実生活」（実際のという意味で

の本物）を「探究」するなら、「真剣に」「よりよく解決しよう」と取り組むだろうし、そこ

でなら能力は「存分に発揮」されて、「実社会や実生活で生きて働く」「資質・能力」が育成

可能になるだろうと期待している。 

第２は、「総合的な探究の時間では、生徒が主体的に取り組む学習が求められていること

である」（同上）。地域や社会に関わる課題は、生徒にとって近く意味を発見しやすい（「比

較的容易」、「見えやすい」、「関心も高まりやすい」等の表現もある）。これらを根拠に、「本

気になって探究に取り組む生徒の姿が生み出される」と期待している（同上）。 

第３は、「総合的な探究の時間では、生徒にとっての学ぶ意義や目的を明確にすることが

重視されていることである」（同上）。課題発見や解決過程において、「地域の様々な人との

関わりが生じることも考えられる」。また、「「自分の力で解決することができた」、「自分の

取組が地域を動かした」、「これからも地域づくりに参画し、さらによい地域にしていきた

い」、「自分たちは地域や社会の未来に対して責任があるし、それを果たしていくことは実に

やりがいのあることだ」などの、課題に取り組んだことへの自信や自尊感情、責任感が育ま

れ、地域や社会の一員であるとの意識も醸成されるとともに、自己の在り方生き方を深く省

察するといったことが期待できる」（同上）としている。 

これらの期待は、地域が高校生の活躍を期待するほど困難を抱えている現時であるから
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こそ生じ得るものとして理解できる27。また、高校が期待するのも正当と言って良いだろう。

しかし、「地域や社会との関わり」を重視すれば、この期待は簡単に実現できるのだろうか。

ギャップはないのか。 

このギャップを乗り越えるためには、それに「ふさわしい探究課題」を発見する方法論が

必要となってくる。節を改めて考えたい。 

 

第３節 「総合探究」の矛盾 

 

言うまでもないことであるが、「総合探究」の構想の最も重要な部分は、この構想が実現

する上での最も脆弱な部分、すなわち各学校が「総合探究」の「目標」と「内容」を定める

（具体化する）ところ、にある。意地の悪い言い方をするなら、「丸投げ問題」と言うこと

もできる。これについては議論の前提として、指摘するに止める。本稿は、「総合探究」の

構想を、より良く実現することを目指すものであるからだ。 

『解説』においてこのことを明示的に記述したところはない。しかし、非常に多くの「内

容」の例示（「ふさわしい探究課題」と探究を進めるための「概念」のセット）を掲げてい

るのは、その自覚があるからだと推測できる28。以降では、「総合探究」の構想を進める上で

桎梏となっている考え方の矛盾の指摘に努める。特に各学校が参照するしかない例示に注

目する。 

 

（１）「ふさわしい探究課題」と「地域の実態」把握の矛盾 

 

『解説』は第６章以下において、「学習指導要領」についての解説を越えた説明を行って

いる。 

まず、各学校には「総合探究」の「目標」と「内容」を定める際に、「生徒の実態」、「地

域、社会の実態」、「学校の実態」、「生徒の成長に寄せる保護者の願い」、「生徒の成長に寄せ

る地域の願い」、「生徒の成長に寄せる教職員の願い」(84 頁) を考慮することを要請してい

る29。 

 この中でも特に、「地域の実態把握」が重要であり、教師にそれを期待している。期待は

大きい。 

「特色ある教育活動の創造につなげていくためにも、地域の実態把握が欠かせない。教師自らが地域に

興味をもち、地域を探索したりフィールド調査をしたり、実際に見たり聞いたりして、地域と関わること

 
27 高校生がただ勉強すれば良い時期ではないことを、思考の前提に置いていると思われる。 
28 少なくとも、各学校に完全に「丸投げ」した場合、「総合探究」が「画餅に帰す」可能性が

高いこと、あるいは「総合学習」の「二の舞」になってはならない等。 
29 「願い」という言葉で、心情的な部分を強調しているものと考えられるが、何かは分からな

い。 
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が望まれる。」(39 頁) 

 

次に、『解説』が「地域の実態」をどのように考えているのかについて、記述から取り出

してみよう。例えば、次のものを挙げることができる。 

「学校が設置されている地域の山や川などの自然環境、町やそこにある機関、歴史や文化などの社会環

境、そこに住む人やその営み、思いや願いなどの人的環境などが考えられる」（39 頁）。 

 

「人口減少社会」や地域格差が問題となる前なら、「社会環境」を「歴史や文化など」と

して、「人的環境」を「そこに住む人やその営み、思いや願い」として、地域に問題や課題

があることを無視して、表面的に理解することで事足りたかもしれない。しかし、少なくと

も現時においてこのように「地域」を把握することには問題がある。生徒（たち）が自らの

課題を発見し、探究を深めるための「概念」を獲得することと、この「実態」把握の在り方

は矛盾している。 

 さらに、「実態」として、北海道でも珍しくない小規模校の事例を挙げる。 

「中山間地域の小規模の高等学校では、地域活性化などに関する学習活動を展開する場合がある。そこ

では小規模校のよさを生かして全校体制での探究活動を行い、地域住民や行政へ提言するなどの取組が考

えられる」（38～39 頁）。 

 

 確かにこのような事例は、実際にあるだろう。しかし、中山間地域の小規模校が「地域の

実態」として直面しているのは、「地方消滅」と呼ばれるほどの高齢化と激烈な人口減少で

ある。生徒にとっては、中学校の時は一緒に学んでいた学友が地元の高校に進学しなかった

からこそ生じる、進学を通じた若年層の減少＝高校の小規模である30。北海道の高校は、小

規模化に止まらず、統廃合問題も広範に生じている。「総合探究」を展開する場合に、どこ

まで「実態」に迫れるのかの問題は別にあるとしても、「地域の実態」はもっと深刻ではな

いのだろうか。 

このような各学校に「目標」と「内容」を定める上での「配慮」として求めていることの

一般的な意味での正しさと、前提とした「実態」把握のリアリティの欠如が、『解説』の特

徴となっている。 

だからこそ各学校は、『解説』で挙げられた例示を越えて、自校の直面する「地域の実態」

に応じた「ふさわしさ」を探究しなければならない。 

最後に、地域との関係において、学校の発想に「利用主義」的性格が潜んでいないかに自

省的でなければならないことも指摘しておく。学校が地域との協働に「副次的効果」を期待

するという考え方についても同様である。 

「地域と学校の連携・協働の下、地域の住民が協力して未来を担う青少年の成長を支えるとともに、地

 
30 もうひとつの要因は、就職を通じた若年層の減少である。 
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域を創造する活動も推進されている。また、地域の住民と生徒が地域の課題に向き合い、多様な経験や技

術をもつ地域人材・企業等の協力を得ながら、課題解決に向けて協働する活動を推進している地域もある。

こうした地域のもつ教育力を活用することは、この時間の目標をよりよく実現することにつながるだけで

なく、更に次のような教育的効果をもたらす。一つは、学習活動を地域の中で行ったり、その成果を保護

者も含めた地域の人々に公開することにより、生徒が社会の一員であることを再認識したり、生徒の学習

意欲が向上したりすることになる。次には、学習活動を通して、生徒が地域の人々と親密になったり、地

域の教育機関の利用に慣れたり、地域の自然や文化財等に関心をもったり、地域の伝統行事等に主体的に

参加したりするようになり、生徒が地域への愛着を高め、豊かな生活を送ることにつながる。さらには、

郷土を創る次世代の人材育成や持続可能な地域社会の形成にもつながるものと考えられる」(61 頁)。 

 

学校側からすると、「協働」と銘打ってはいても、このような発想になるのはやむ終えな

いのかもしれない。しかしながら、地域側から考えるという発想が皆無なのはなぜだろうか。

地域（住民）は、なぜ学校に協力しなければならないのか。「地域のもつ教育力を活用する」

という構えは、「地方消滅」さえ取り沙汰される時代に、全くふさわしくない31。さらに、小

規模市町村での高校の役割について考えるなら、高校こそがどのような役割を果たすべき

なのかという発想があっても良い。 

両者が利用主義を越えたところに、「協働」という名称にふさわしい関係が形成されると

考えたい。この立場からは、地域課題の解決を追求する場のひとつが、「総合探究」である

と考えることもできるはずだ。その場合、「総合探究」は地域課題を学校に迎え入れること

を可能にする場（フィールド）として再定義することができるだろう。 

 後述する「地域新聞づくり」実践について述べておくと、学校における学習活動（新聞づ

くり）が、地域社会における公共的な役割（地域課題の世代を越えたコミュニケーションの

役割＝自治民主主義実現の方法）を果たすことを構想している。 

 

（２）「ふさわしい探究課題」の設定が生命線でありながら、争点を想定しないことで「探

究」を挫折させてしまう矛盾 

 

この矛盾は、例示を検討することで明らかになる。 

まず、『解説』の例示リストを確認しておこう（次頁図表９）。 

 「四つの課題」に応じた様々な「探究課題」の例が掲げられている。『解説』で初めて提

案されたものだけではなく、「総合学習」時代の評価の高かった例示も加えられているので

はないかと推論する。そうであるなら、これらの「総合学習」の実践は関わった教員と生徒

の努力の賜物だと言うべきものであろう。 

 

 
31 都道府県立の都市に存する公立校を記述の前提におき、特に小規模の市町村や都市でも周辺

部の特定地域の事情を考える必要は、意識していないのかもしれない。 
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図表９ 例示リスト 

四つの課題 探究課題の例

外国人の生活者とその人たちの多様な価値観（国際理解）

情報化の進展とそれに伴う経済生活や消費行動の変化（情報）

自然環境とそこに起きているグローバルな環境問題（環境）

高齢者の暮らしを支援する福祉の仕組みや取組（福祉）

心身の健康とストレス社会の問題（健康）

社会生活の変化と資源やエネルギーの問題（資源エネルギー）

食の問題とそれに関わる生活・流通過程と消費行動（食）

科学技術の発展と社会生活や経済活動の変化（科学技術）　　　　　など

地域活性化に向けた特色ある取組（町づくり゛）

地域の伝統や文化とその継承に取り組む人々や組織（伝統文化）

商店街の再生に向けて努力する人々と地域社会（地域経済）

安全な町づくりに向けた防災計画の策定（防災）　　　　　　　　　　　　など

文化や流行の創造や表現（文化の創造）

変化する社会と教育や保育の質的転換（教育・保育）

生命の尊厳と医療や介護の現実（生命・医療）　　　　　　　　　　　　　など

職業の選択と社会貢献及び自己実現（職業）

働くことの意味や価値と社会責任（勤労）　 　　　　　　　　　　　　　　　など

※　資料出所、『解説』90頁。

横断的・総合的
な課題（現代的

な課題）

地域や学校の特
質に応じた課題

生徒の興味・関

心に基づく課題

職業や自己の進

路に関する課題

 

「職業や自己の進路に関する課題」を除けば、「探究課題」が社会問題に軸足を置いてい

ることは明らかである。さらに、これ以外にも、『解説』の様々な箇所に例示はある。しか

し、「探究課題」のタイトルから、社会問題に軸足を置いていると判断できたとしても、そ

れがどのようなものであるか（在り方）は分からない。詳しく書き込まれたひとつの事例に

着目し、それを検討することで、矛盾を明らかにしたい。それは、「総合探究」の生命線は

「ふさわしい探究課題」の設定にあるが、この課題が争点を想定しないこと（「探究」を深

めるための「争点をもたないこと」＝「脱争点化」）で、「探究」そのものを挫折させてしま

う矛盾、である。着目するのは、地域の花（「ヤマユリ」）の復活に関わる例示である（『解

説』128・129 頁。次頁図表１０）。 

この例示には、問題点が２つある。第１に、「地域にヤマユリを増やそう」という「探究

課題」を立てる前の問題である。第２に、ヤマユリを増やすことをどのように具体化するの

かの問題である。 

第１について。まず、「地域の人たちから自生のヤマユリが見られなくなったという声を

聞き」、即座に「ヤマユリを増やそう」に飛びつく前に、することはないのだろうか。 

見られなくなったものは、自生のヤマユリだけなのか、他にも見られなくなったものはな

いのかを考える必要はないのか。自生のヤマユリが見られなくなったことは、もっと大きな

変化の一部かもしれない（地域の自然の変化。自生ヤマユリの減少の代表性）。さらに、な

ぜ見られなくなったのか（要因）を考える必要はないのか。それが農業・林業の在り方に関

わるものなのか、「心ない乱獲」等の人間の側の問題なのか、もっと大きな温暖化等の気候

変動が関わっているのか。「ヤマユリが見られなくなった」要因の「探究」が必要である。
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すなわち、自生ヤマユリ減少の原因について「探究」が深められるべきである。それと関わ

って具体化が考えられなければならないだろう。 

 

図表１０ 例示「総合探究」:課題「地域にヤマユリを増やそう」 

　地域の人たちから自生のヤマユリが見られなくなったという声を聞き、「地域にヤマユリを増やそう」と
いう課題を設定し解決に向けて取り組む次のような事例が考えられる。

　ア　昔と比較して地域のヤマユリは少なくなったのか

　イ　地域の人たちはヤマユリを増やすことを願っているのか

　ウ　ヤマユリを短期間で増殖するための技術はあるのか

　エ　どのような方法でヤマユリの増殖に取り組むのか

　ア～エの課題は、「地域にヤマユリを増やそう」という課題を解決しようとする際に生成する、複数の
課題である。このように一連の探究の過程には、複数の探究課題が含まれ、そこでは各課題の解決
を通して、学習が質的に高まることが期待できる。

　アは、課題解決の正当性を明確にするための課題である。

　イは、課題の社会的な価値を明確にするための課題である。アやイの課題を明確にしなければ、課
題の社会的な意義を自覚して取り組むことはできない。そこで、地域の高齢者で、昔から住んでおり、
しかも農業などを行っている人にヤマユリの自生の変化について聞き取り調査やアンケート調査を実
施することなどが考えられる。収集した情報から、地図を使ってどこにどの程度自生していたのかを整
理し、昔と現在を比較した分布図を作成したり、ヤマユリに関する思いや願いについても情報収集し、
そのデータをカード化して整理したり、傾向を数値化したグラフにまとめたりするなどの学習活動を行う
ことが考えられる。

　ウは、課題解決が現実的に達成可能であることを明確にするための課題である。増殖技術が存在
し、その技術を身に付けなければ、課題の実現の可能性は低くなる。そこで、増殖技術が存在するの
か、どのような期間が増殖技術を所有しているのか、その技術を高校生が使いこなすことはできるの
か、などの複数の下位の課題に分けて調査活動を行うことが考えられる。具体的には、県の園芸試験
場や地元の大学の農学部に問い合わせ、増殖のためのバイオ技術が使用されていることを明らかに
することなどを行うことが考えられる。

　エは、課題解決を完成させるための最終的な課題である。たとえ技術を習得したとしても、増殖の活
動を地域で実行することができなければ、その技術を活かすことはできない。地域でヤマユリを増やす
ために、人々の間にどのようなシステムを構築することが必要なのか、また、そのシステムをどのよう
にして機能させるのか、地域の人たちにどのように協力を依頼するのかなど、さらに複数の下位の課
題が考えられる。実際には「ヤマユリ里親の会」を募ったり、地域の人たち向けの説明会を学校で開い
たり、定期的に巡回して育成を確認したりするなどの活動を行うことが考えられる。

※　『解説』128・129頁参照。
 

次に、「地域の人たち」の「声」をどのようなものとして聞くのかという意味付与の在り

方32を「探究」する必要はないのか。例示されているように「ア 昔と比較して地域のヤマ

ユリは少なくなったのか」や「イ 地域の人たちはヤマユリを増やすことを願っているのか」

を明らかにするという課題はあるだろう。『解説』では、「ア」を「課題解決の正当性を明確

にする」に、「イ」を「課題の社会的な価値を明確にする」に位置づける。そして、「アやイ

 
32 意味付与の在り方自体が「探究」で深められるべき重要な課題である。単純に社会性とする

だけでは問題があるように考える。「地域の人たち」の「声」をめぐって、何を地域課題として

優先するかをめぐって争点があることを前提とするなら、公共性と考えた方が正確だろう。意

味付与をめぐって公共性を深めることは、「総合探究」の重要な課題である。 
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の課題を明確にしなければ、課題の社会的な意義を自覚して取り組むことはできない」と述

べる。 

ここで問題としたいのは、地域の人たちの「自生のヤマユリが見られなくなった」という

「声」には「何が、どのように託されているのか」を生徒が考えること自体が、最も重要な

「探究」課題ではないのだろうかという点である。その上で、この「声」を「なぜ高校生が

自らのものとするのか」、あるいは「しなければならないのか」について「探究」する必要

がある。すなわち「声」自体の性格を考えること（「単なるノスタルジー」なのか、「地域の

観光資源の必要性」からか、「もっと大きな自然破壊の象徴的存在」なのか等々）と、「声」

を「生徒が受け取ること」（「なぜ自分たち生徒がこの声に注目しなければならないのか」、

「行政でやれば良いことではないか」等）と、生徒の中で「取り上げるかどうか」（「地域に

はもっと重要なことがあるのではないのか」、「自分たちの生活環境を改善することの方が

先ではないか」等のプライオリティ）をめぐって争点がある。「総合探究」の構想の核心部

（「学習課題」の二重の内在化をめぐる争点）が、例示において全く考慮されていない。そ

のため、「探究」が内在的なものとして深まる可能性が閉ざされることを予想できる。 

第２について。「ア」、「イ」から「ウ」と「エ」への飛躍が全く意味不明である点を考え

ることは重要である。「自生のヤマユリ」の消失問題が、「バイオヤマユリ」の増殖にスムー

ズにつながる論理の飛躍にも、深刻な争点不在が指摘できる。「エ」では、「バイオヤマユリ」

を地域で見ることができる状況を作り出す手だて（解決）が、「増殖の活動を地域で実行す

る」、「人々の間にどのようなシステムを構築することが必要なのか」、「地域の人たちにどの

ように協力を依頼するのか」、「ヤマユリ里親の会」を募る、「地域の人たち向けの説明会を

学校で開」く、「定期的に巡回して育成を確認したりするなどの活動を行う」と、具体的に

「探究」される想定になっている。初発の「ヤマユリ」に注目した問題意識とこの増殖の手

だてに矮小化された解決の落差を、生徒が意識しないと考える根拠は何だろうか。ここには、

生徒から「待てよ」という声（争点）がかかることはないと想定していることが現れている。 

この事例にみる「探究」の底の浅さは、技術的な課題（「増殖技術」）へのすり替えと、実

現の手だてへの「探究」の集中という問題を抱えているだけではない。「総合探究」の構想

を実現するためには、「探究」を深めるために争点が不在（意見の相違を想定しないこと）

であってはならないこと、そして問いそのものと問いの「探究」が公共性をもつことを理解

することが必要であることを示している。この事例の場合は、この２つが欠けることで、探

究過程が空洞化した事例となっている。 

 さらに、「内容」を構成するもうひとつの柱である「概念」の問題性を指摘したい。 

前述したように、「探究課題」と「概念」は一対のもの（セット）として具体化される。

このセット性について集中的に記述した箇所（91・92 頁）を図表１１（次頁）にまとめた。

『解説』で取り上げられている「概念」を書き上げたものともなっている。 
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図表１１ 概念の事例 

探究課題例 概念例と内容

世界各地には、それぞれの文化や伝統があり、それを大切にして生活していること（独自性）

文化的背景の多様性を受け入れつつ、様々な立場の人々が支え会い、協力し合っていること
（協働性）

文化や伝統、生活様式の違いを生かした新しい価値を生み出していること（創造性）

生物はそれぞれに異なる生態的特徴をもっており、それは成育環境に影響を受けていること（多
様性）

自然環境はお互いに関わり関係しながら、国を越えて地球規模でつながっていること（相互性）

自然環境は様々な要因で変化する可能性があり、限りがあること（有限性）

※　資料出所、『解説』91・92頁の記述を図表化した。

「自然環境と
そこに起きて
いるグローバ
ルな環境問
題」

「外国人の生
活者とその

人たちの多
様な価値観」

 

まず、課題名「外国人の生活者とその人たちの多様な価値観」について、その問題を指摘

する。 

「探究課題」にこの例示が取り上げられる場合、もっと深刻な「地域の実態」があること

は容易に予測可能である。この意味で、「多様な価値観」を「探究」すると設定した時点で、

「地域の実態」の深刻さを過小評価することになるだろう。価値観や生活文化の違い、さら

に背景としては、外国人の地域生活の基盤となる労働や教育の実態を基礎に、ある種の問題

が生じていることを、「多様な価値観」に矮小化するのは問題がある。 

さらにこの例示では、「独自性」「協働性」「創造性」という概念で、「探究」が進んで行く

ことを想定している。外国人を含めた住民（当然、生徒も含む）間の対立や葛藤の存在を前

提に、それを乗り越えるための調停や妥協等の政治的な「概念」の必要性はないのだろうか。

「本物の学習」を目指すのであれば、「本物」の対立や葛藤を扱える概念が必要であろう。

「独自性」「協働性」「創造性」の概念には、争点が不在（あるいは拒否）である。 

簡単な解決がない中で、偽りのない形で住民が、どのようにすれば共生可能なのか、議論

し、合意（妥協）を形成するような住民自治の創造に向けて「探究」がなされる必要がある

と考えられる。 

次に、課題名「自然環境とそこに起きているグローバルな環境問題」について、その問題

を指摘する。 

ここでは、「多様性」「相互性」「有限性」で「探究」の理解が進んで行くことが想定され

ている33。前の課題と同様の、争点の不在（あるいは拒否）を指摘できる。グローバルな経

 
33 同じ「探究課題」は、「意図した学習を効果的に生み出す単元の構成」（第８章第３節

（２））でも取り上げられている。答えのない問題に生徒が挑むという「探究」の深め方（方法

論）が、ここでは「意図した学習」を生み出すことが優先される、すなわち「探究」の深め方

を生徒に委ねないと読めるような書き方になっている（「水俣病」の例示）。それでいて、提示

された深い「探究」のイメージの記述は、「人間が加害者にも被害者にもなり得る」という視点

（概念で考えると「相互性」が相当するだろう）や、「持続可能な社会を実現するという視点」

（同上、「有限性」）をもちながら「考えを深める」となっている（113 頁）。生徒に四大公害で

ある水俣病をこの視点から考えを深めさせることのもつ反道徳性は、指摘するまでもないだろ

う。 
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済活動を背景として人間の存在（技術と生活）が環境問題を引き起こしていること、特に現

時では異常気象や地球温暖化が大問題となっていることなど、全く視野に入っていないか

のごとくである。 

前提とする「自然」そのものが人間の歴史的な介入と不可分であることや、その点で SDGs

教育において取り上げられる概念との関連も考慮されて良いのではないだろうか。 

自然科学の援用（あるいは一般的な方法論）のみで「探究」を進めることができる「探究

課題」ではそれほど矛盾は露呈しないだろう。しかし、通常「探究」は現時の「地域の実態」

を背景におき、その把握が不可欠となる。そのため、「概念」も社会的な「概念」にならざ

るを得ない。「探究」で使用される「概念」が社会的なものではない、あるいは社会科学の

概念が想定されない場合、「探究」は脱社会的で、（対立や葛藤が隠蔽された）争点不在のリ

アリティのないものになってしまうだろう。「概念」は、地域社会の問題や課題の底に存在

する争点の顕在化を可能とするものに拡張される必要がある。 

「総合探究」の「内容」には、「地域や学校の特色に応じた課題」が加わることになった。

しかし、社会的な概念（社会科学の概念）の不在は、「探究」からリアリティを奪い、生徒

が地域社会の現実問題に、当事者として関わることを不可能にしてしまう。 

「総合探究」は、意義のある意欲的な取組である。新しい学習指導要領は、「総合探究」

に体現されており、その予測される形骸化を見過ごすわけには行かない。同時に、「後退期」

に突入した日本の様々な地域社会は、「総合学習」時と同じ水準の取組に終始してしまうこ

とを許さないと考える。このような地域課題を対象とするために不可欠の「概念」の拡張は、

格差が拡大し人口減少の影響が露呈する地方の高校で、あるいはこれから介護・医療の破綻

に直面する都市の高校においても求められる34。それは責務である。このような意味で、「総

合探究」の営みは、学校だけで完結するものではない。「探究学習」は学校に、学校中心主

義を克服するという課題も突きつけている。 

最後に、この社会的な概念不在と「考えるための技法」（「思考スキル」）の豊かさが対照

的であることを指摘しておく（96 頁）。 

 『解説』は、「総合探究」において「考えるための技法」を活用する意義を３点挙げてい

る35。 

第１に、探究の過程のうち、特に、情報の「整理・分析」の過程における思考力、判断力、

表現力等を育てるという意義である。 

第２に、協働的な学習を充実させるという意義である。 

第３に、「各教科・科目等を越えたすべての学習の基盤とする資質・能力を育成」し、同

 
34 [増田寛也・河合雅司、2015]を参照。「地方消滅」と「東京劣化」はコインの裏と表の関係

になっている。 
35 考える技法として、「順序づける」、「比較する」、「分類する」、「関連付ける」、「多面的に見

る・多角的に見る」、「理由付ける」、「見通す」、「具体化する」、「抽象化する」、「構造化する」

が挙げられている（97 頁）。 
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時に「各教科・科目等で学んだ資質・能力を実際の問題解決に活用するという特質を生かす

という意義」である。 

この第３の、教科横断的なメディア（媒介）として「考えるための技法」を捉えるという

在り方は革新的であると考える。 

このように考えると、「総合探究」の方法論は「概念」の貧弱さと「技法」の豊かさに特

徴があると評価できる。言い方を換えれば、「概念」を「考えるための技法」に近いものと

して想定しているとも言える。そのため、「探究」を進めるための「概念」が思想性抜きで

争点不在の技術的なもの（「技法」）となり、「探究」過程を「二重の内在性」や社会性（ひ

いては公共性）の観点で深めることができない。「探究」を深める上で、この争点不在は致

命的である。 

 

（３）地方（自治）の在り方を主題化できない矛盾 

 

周知のように、「高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒による政治的

活動等について」（平成 27 年 10 月 29 日初等中等教育局長通知）や総務省と文科省が「学

校現場における政治や選挙に関する学習内容の一層の充実を図るため」に『私たちが拓く日

本の未来』を作成した36ことなど、高校生と政治をめぐる状況には大きな変化がある。 

『解説』の第１章第１節「改訂の基本方針」や第６章第１節「高等学校における総合的な

探究の時間」でも、選挙権年齢の引き下げや 2022 年度からの成年年齢の 18 歳への引き下

げに伴い、いわゆる「主権者教育」が重要になったことを指摘している。 

「生徒にとっての政治や社会が一層身近なものとなっていることから、全ての生徒には、社会で求めら

れる資質・能力を自ら育み、生涯にわたって探究を深めていこうとする未来の創り手としての自覚をもつ

ことがこれまで以上に求められている」(72 頁) 。 

 

さらに、第５章第１節「指導計画の作成に当たっての配慮事項」では、以下のように記述

している。 

「選挙権年齢や成年年齢の引き下げなど、高校生にとって政治や社会が一層身近なものとなる中、学習

内容を人生や社会の在り方と結び付けて深く理解し、これからの時代に求められる資質・能力を身に付け、

生涯にわたって能動的に学び続けることができるようにするためには、これまでの優れた教育実践の蓄積

も生かしながら、学習の質を一層高める授業改善の取組を推進していくことが求められている。」（37 頁） 

 

『私たちが拓く日本の未来』では、「正解が一つに定まらない問いに取り組む学び」と政

治学習が強く結びついていることを強調している（31 頁）。そのための学習方法として、ア

クティブ・ラーニングに言及している。さらに、高校生にとっての身近な政治の舞台である

 
36 総務省ホームページ、「高校生向け副教材「私たちが拓く日本の未来」について」参照。 
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地方自治体を念頭において、「地域課題」の見つけ方の提案も行っている（44 頁）。これは、

「地方自治は民主主義の学校」（ジェームズ・ブライス）であることを踏まえたものである。 

政治学習と「総合探究」の学習の在り方（「唯一の正解が存在しない」問いへの挑戦）、そ

して学習の場所（地域、地方自治体）は重なる部分が多い。例えば、「シティズンシップ」

教育の泰斗である B.クリックは、「政治リテラシー」の核心部分を「争点を知ること」にお

いている37。そして政治教育には「抽象的な議論や分析枠組みを構築するのに最低限の必要

な概念」があるとして、12 の「基礎な概念」を上げている38。 

このように、「実社会や実生活」を学びの場所や対象とするなら、「地域の実態」（地域の

在り方、地方自治体）を理解するしかない。そして、そのためには必要な「概念」がある。

「総合探究」は、「思考力、判断力、表現力等」を「実社会や実生活と自己との関わりから

問いを見いだし、自分で課題を立て、情報を集め、整理・分析して、まとめ・表現すること

ができるようにする」（17 頁）へ、「学びに向かう力、人間性等」を「探究に主体的・協働

的に取り組むと共に、互いのよさを生かしながら、新たな価値を創造し、よりよい社会を実

現しようとする態度を養う」（19 頁）へ具体化した。これらに併せて「概念」も対象にふさ

わしいものに拡張しなければならない。 

これらの「概念」は公民科での学習が必須となるものであるが、「総合探究」においては

特に、生徒を「探究」に引き込む「概念」である必要がある39。 

「総合探究」では、「実社会や実生活と自己との関わりから問いを見いだし、自分で課題

を立てることが欠かせない」（48 頁）。個人的な課題の発見にしてもそうだが、さらにそれ

を越えた（地域）社会の課題、特にその争点の発見を可能にする「概念」の拡張が必要であ

る。 

 

（４）生徒理解の矛盾と「ふさわしい探究課題」を発見する方法論の不在 

 

ここまでの第３節において、「総合探究」の矛盾とその克服、具体的には「探究」が現代

 
37 B.クリック[2011]102 頁参照。クリックは、「政治教育で本当に難しいのは、偏向や刷り込み

教育ではなく、行動するように促すことである。」と指摘する。さらに、読み書き能力という意

味でのリテラシーと政治リテラシーとの大きな違いは、「読み書き能力は一人で学習できるが、

政治リテラシーには集団行動や集団の相互作用が欠かせない」とも指摘する。政治リテラシー

の有無とは、「行動への意欲が生じているのかどうかで測られる」からである(100 頁)。「総合

探究」の構想に非常に近い考え方をとっていることが判る。 
38 B.クリック、同上、114 頁参照。政府に関わるものとして、「権力、実力、権威、秩序」

を、国民に関わるものとして「自然権、個人性、自由、福祉」を、政府と国民の相互関係に関

わるものとして、「法、正義、代表、圧力」を上げている。「総合探究」においても、これらを

出発点に地域実態の理解を進めるための「概念」の拡張（彫琢）が課題となる。 
39 注 36 を参照。また、「総合探究」の際に必要な概念が、公民科「公共」に存在しない場合

は、それを現実的な「民主主義の学校」（地方自治体）で確かめることを通して「探究」を深め

る、その成果を「公共」で生かすことを模索するのも良い。このような教科横断的取り組み

は、新しい学習指導要領の趣旨に適ったものである。 
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的なリアリティをもつための要件（「概念」を拡張することで争点を顕在化する。そのこと

で生徒が「地域の実態」に当事者として関わることを可能にする）について論を進めてきた。

ここまで明らかにしてきたように、「総合探究」は「探究」が現代的で社会的なリアリティ

をもつ点で問題を抱えていた。これは、「探究」当事者である生徒の理解についても同根で

ある。 

 『解説』の高校生理解は、約 10 年前の前回の学習指導要領から細かな文言の微調整をお

こなった以外では、1 点を除き変化がない。そして前回を踏襲した部分は、２つの内容の高

校生の理解であるが、これらが一対のものとして、生徒が「探究」を深めることと矛盾して

いる。現時において、「地域の実態」（地域の在り方）の探究の中で、生徒が主体となること

を妨げる働きをもつことになる。 

 第１に、発達論的な理解である。 

高校生は、「思春期後期」という発達段階において、ある特徴（「思い悩む」、「関心をもつ」、

「考えを深める」、「自らの在り方生き方と本気で向き合おうとする」、「「自分のことを知り

たい」あるいは「社会との関わりで自分を価値付けたい」と思っている」）がある。そして

その段階に応じた発達課題（「生きる主体としての自己を確立する」、「自らの人生観、世界

観ないし価値観など、自分なりの種々のものの見方や考え方を形成する」、「主体性をもって

生きたいという意欲を高める」）をもっている。以上のように、発達段階、特徴、発達課題

をセットで理解する在り方である（71・72 頁）。人という生物の有り様の特定の段階に注目

し、高校生の生きている社会的環境や時代を意識した理解ではない。 

すなわち、脱社会的で没時代的な生徒理解である。生徒が社会に応じて変わっていく、社

会の変化に能動的に対応する側面を軽視した理解の在り方である。 

 第２に、限界を抱えた学習者としての生徒理解である。 

まず、学習者としての生徒を、本来は「知的好奇心に富み、自ら課題を見付け、自ら学ぶ

意欲をもった」、「具体的な事実に直面したり様々な情報を得たりする中で、対象に強い興味

や関心をもつ」、「実際に体験したり調査したりして、繰り返し対象に働きかけることで、対

象への思いを膨らませていく」、「興味ある事象についての学習活動に取り組む生徒は、納得

するまで課題を追求し、本気になって考え続ける」、「未知の世界を自らの力で切り開く可能

性を秘めた」存在として理解する（117 頁）40。 

 しかしながら同時に、「生徒の関心や疑問は、その全てを本人が意識しているとは限らず、

無意識の中に存在している部分も多い」(111 頁) や「何が自分にとっての関心や疑問であ

るか、生徒が十分に自覚できていなかったり、適切に言語化できていなかったりすることも

多い」(同上) という限界を抱えている41。 

 
40 第９章第１節「●１ 生徒の主体性重視」で記述される在り方である。「本来は」という言

葉に本質論的なニュアンスがある。 
41 第８章第３節「（１）生徒の興味・関心等に基づく単元の構想」で記述される在り方であ

る。注 39 との比較から判るように異なる章で、分裂的に論じられている。 
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 この両者が組み合わされ、本来の姿を自分では発現できない限界を抱えた学習者として

理解されることになる。だからこそ、生徒に潜在する「本来」の姿を発現させるには、「事

前に生徒が抱いている関心や疑問だけで単元計画を構想する必要はない」（同上）のであり、

「教師の働きかけ」の根拠性が、この生徒理解におかれている。 

 すなわち、「教師の働きかけ」の根拠性（生徒の学習において教員が主導権を発揮するこ

とを前提にすること）が、生徒が未熟であるという理解を呼び込むのである。これによって

教員と生徒の位置関係は上下に固定化され、現時の（教員にとっても）「正解」が分からな

い問題・課題に取り組むために必要な対等性（教員も生徒も未知の問題・課題に挑戦するパ

ートナーであるはず）が確保されない。教員と生徒の位置関係が上下に固定されるのなら、

生徒が「探究」の主体になることはないのは、自明であろう。 

 このように、前回の学習指導要領を踏襲した生徒理解は、脱社会的、没時代的で、かつ教

員に指導されなければならないものとして、大人（教員）と対等には扱わない理解となって

いる。総じて、生徒を「子ども扱い」する理解と言ってよい。生徒が現時の問題・課題に挑

戦する「探究」にとっての矛盾となっている。 

 本稿は、教員の働きかけの意義を否定するものではない。しかし、生徒に「本来」の姿が

あることを前提する理解は、現時の「総合探究」にふさわしくないと考える。第１に、高校

生は特定の時代の特定の社会・文化に陶冶されていると考えるからである。社会性、時代性

をもっている。「本来」という前提は採用しない。第２に、他者としての教員が生徒の学習

に働きかけることは、この生徒理解に根拠付けられるのではなく、未来の社会を生徒に働き

かけつつ創造する公共性をもった役割に根拠づけられるべきであると考えている。「後退期」

にふさわしい学校像や教員像をどのように構想するかについては、きちんと考えなければ

ならない。 

そして「探究」という活動においては、教員と生徒は深める速さや量・質で違いがあった

としても、お互いに他者として学び合うパートナーである。「総合探究」の趣旨に沿うなら、

教員に「探究」の末のゴールが把握できているなら、それは「探究課題」としてふさわしく

ないだろう。 

 踏襲した生徒理解が、脱社会的・没時代的で、「子ども扱い」の理解だと評価するなら、

「総合探究」が必要とするそれは、社会的・現代的で、同じ問題・課題に挑戦するパートナ

ー（若き担い手）であるという理解である。 

さて、新しい学習指導要領で新たに付け加えたのが、以下の記述である。これは内閣府の

『子供・若者白書』の「特集 今を生きる若者の意識～国際比較からみえてくるもの～」記

述を参照したものと思われる42。 

 
42 「令和元年度版 子供・若者白書（全体版）」参照。『解説』が参考にしたと思われるのは

2013 年度「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」の結果である。この調査の「令和元年

度版」には、2013 年と 2018 年のデータの比較も掲げられている。 
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「様々な国際調査によれば、日本の高校生は、「自分を価値ある人間だ」という自尊心や「自分自身に満

足している」という自己肯定感を持っている割合が諸外国に比べて低く、また「自らの参加により社会現

象が変えられるかもしれない」という意識が低いことなども指摘されている。」（72 頁) 

 

最新の『子供・若者白書』では、『解説』が参考にしたと思われる 2013 年度調査と 2018

年度調査との比較を掲げている。これを参照し、『解説』で注目した日本の高校生の特徴（自

尊心や自己肯定感が低い、政治への自己効力感が低い）に関する数字を比較してみよう。 

「自分には長所があると感じている」では「そう思う」が、2013 年度の 68.9%から 2018

年度の 62.3%に低下した。同様に「私は、自分自身に満足している」が、2013 年度の 45.8%

から 2018 年度の 45.1%に微減した。そして、「私の参加により、変えてほしい社会現象が

少し変えられるかもしれない」が、2013 年度の 30.2%から 2018 年度の 32.5%に少し上昇

した。悪くなっているとまでは言えないかもしれないが、向上する兆しはあまりないと言え

るだろう。さらに、『解説』が強調したように、国際比較43の観点からすると日本の高校生の

数字は圧倒的に低い。 

生徒理解に関わって調査結果で重視する必要があるのは、国際比較の観点からみて、政治

や社会に対する参加意欲が非常に低い、という日本の高校生の特徴である。例えば、「社会

をよりよくするために、私は社会における問題の解決に関与したい」や「将来の国や地域の

担い手として積極的に政策決定に参加したい」は非常に低い44。「総合探究」の構想は、「実

社会や実生活」、「地域の実態」を重視することで「探究」システムを駆動させるモチベーシ

ョンを引き出すことを期待していた。この期待がかなえられるためには、政治や社会に対す

る参加意欲が非常に低いという現実とのギャップを、各学校がどのように埋めることがで

きるかにかかっている。 

ところで筆者は、北海道の地方の中学校と高校の生徒を対象とした「地域アイデンティテ

ィ」と将来志向に関わる研究を行ってきた45。ここから、日本の高校生一般について何事か

を語るのはおこがましいが、生徒理解に関する一定の示唆を得ることができると考える。 

まず、今日の生徒の生活環境の変化を考慮する必要がある。生徒は地域社会（より生活に

踏み込んだ言い方で、共同体という意味を付与するなら、地域コミュニティ）のことを知ら

ないし、実際に関わっていない。都市では当然であろうが、地方でも同様である。現時にお

いて、地域社会が困難を抱える原因のひとつが参加不足あるいは参加意欲を引き出せない

ことにあることは、周知の事実であろう。生徒の保護者も地方に住んでいたとしても、地域

社会の当事者であると断言するには心もとないに違いない。町内会に加入はしていても、役

 
43 調査対象となっているのは、韓国、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス、スウェーデン

の 7 カ国である。 
44 前者の「そう思う」（%）を日本、韓国、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス、スウェ

ーデンの順に掲げる。42.2、68.4、72.6、63.7、75.5、56.9、56.9 である。同様に後者の「そ

う思う」（%）は 33.2、60.0、69.6、61.6、54.5、56.4、47.0 である。 
45 [浅川、2019]を参照。 
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員等を除くと、お付き合いを越えた活動している場合は少ないだろう。また保護者が、「ま

だ子どもだから、知らなくても良い。それよりも勉強等をしなさい」という理由で、地域社

会の問題や課題（特に、政治的なこと）を伝えることは限られていると推察する。すなわち、

生徒が地域社会のことを知らないのは当然である46。 

そして生徒は、地域社会を生活環境から身につけた仕方で知る。中西新太郎が指摘したよ

うに、「子ども・青年」は、学校、家庭そして消費文化の３つの環境を自由に行き来する存

在（「トライアングル型」生活構造）として理解しなければならない47。そして新たに加わっ

た環境（消費文化）は、「子ども・青年」の生活を強く規定し、彼ら／彼女らはその下で自

己形成（社会化）している。極端な言い方が許されるなら、影響力の点からみても、消費文

化こそが「子ども・青年」を陶冶（とうや）していると言っても過言ではない。 

そして消費文化によって陶冶された生徒は、それ以外の社会に対しても、身に付けた「消

費者」（強い言い方をするなら「お客様」）として関わり方を素直に行使する。生徒は、地域

社会を消費文化のマップ上に記載されている価値的な位置48や学校で教わった内容から理

解するしかないのである。さらに、現時の地域社会は「人口減少」や地域格差の下で、疲弊

している。だからこそ生徒は、地域社会から脱出することが自由を手に入れることだと理解

する可能性さえ大いにある。 

率直な言い方が許されるなら、消費文化の中で「お客様」として陶冶された生徒は、「地

域や社会との関わりを重視」しただけで、「総合探究」が期待するような反応が返ってくる

と考えるのは空想である。学校と教員の、そして「総合探究」に関わる方々の多大な努力や

新しい工夫が必要とされるだろう49。 

確かに、「総合探究」を進めるための理論や、各学校の体制は準備された。しかしながら、

「地域や社会との関わりを重視」することで、消費文化によって社会的陶冶された生徒の自

発性の発揮が可能になるかどうかは、別問題である。 

 ところで、自発性の発揮が可能になる「ふさわしい探究課題」発見の方法論を、『解説』

 
46 より正確に説明すると、生徒は地域コミュニティを生活者としてではなく、消費者として知

っている。そのため、「地域の良くないところ」を自由記述で尋ねた質問に対する解答には、

「イオンがない」、「カラオケやラウンドワン等の遊び場がない」という「消費文化へのアクセ

スが悪い」とでもまとめることができるものが多出する。他方で「地域の良いところに」自由

記述で尋ねた答えには、「美味しい食べ物がある」等の「地域の恵み」とでもまとめることがで

きるものが多出する。良いところも消費の観点から価値づけられる。生活の豊さ、例えば「生

活が穏やか」等の評価は少ない。[浅川、2019]を参照。 
47 ［中西新太郎、2012］参照。「トライアングル型」の以前は、家庭と学校を行き来する「振

り子型」であったと考えている。 
48 消費文化へのアクセスの良さ・便利さ、観光等の観点からの地方ランキング、市場価値から

見た場合の地域の特徴（店舗、遊戯施設、商品の豊富さ、特産品等）。 
49 第１章第２節（４）も参照。これまでの「総合学習」が「進路指導（キャリア教育）」に後

退した理由も、生徒側の要因（モチベーションの獲得。テーマが進路であれば、「自分事なの

で」熱心に学習できる可能性が高まる）求めることは合理的であろう。「総合探究」が実のある

ものになるためには、生徒理解が鍵になる。 
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はどのように構想しているのだろうか。 

 第１に、「生徒が自分自身の力で課題を見付け設定する」である（48 頁）。 

 第２に、「自分自身の力」ですることは、課題と自分自身の関係や、課題と「実社会や実

生活との関係」がはっきりすることに因っている。 

「その（「自分で課題を発見する」）ためにも、実社会や実生活と自己との関わりから問いを見いだし、

自分で課題を立てることが欠かせない。問いや課題は、既知知識や既有の経験だけからは生まれないこと

もある。そこで実社会や実生活と実際に関わることを大切にしたい。その中で、時間的な推移の中で現在

の状況が問題をもっていること、空間的な比較の中で身の回りには問題があること、自己の常識に照らし

て違和感を伴う問題があることなどを発見し、それが問題意識となり、自己との関わりの中で課題につな

がっていく」（同上。括弧内は引用者が補った） 。 

 

第３に、「課題に関することを幅広く調べたり、一人でじっくりと考えたり、様々な考え

をもつ他者と相談したりするなどして、行きつ戻りつしながら、時間をかけて取り組むこと」

である（同上）。 

第４に、課題を洗練することが重要である。 

「洗練された「質の高い課題」は、より具体的な課題となり、生徒が自らの力で探究を進めるための原

動力となるリサーチクエスチョンとなっている。また、自分自身を見つめて、自分で発見した課題は、自

分が何者であるかを教えてくれる鏡であり、将来の職業選択や進路実現にもつながる切実なものになって

いるはずである」（同上） 。 

 

このように「自分自身の力で見付け」るのが原則である。これ以外に、「ふさわしい探究

課題」の性格や「ふさわしい探究課題」の掘り下げ方、すなわち教員の働きかける余地や方

法はたくさん提案されている。しかし元々の、そもそもその「ふさわしさ」をどのように発

見するのか、すなわち「発見の方法論」の提案はない。 

生徒は、予め教員によって考えられたメニューがトップダウンで行われるようであれば、

たとえ「実社会や実生活に関わる課題」であっても、受動的で、易々と消費的（面白さと労

苦の費用対効果を計算する。「コスパ」重視である）に受容するだろうと推論する。そして

前述したように、生徒は地域を知らない、あるいは特定の観点からのみ知る。また、この知

ること自身も自己中心的に知ることしかしない。 

そのため、生徒が「ふさわしい探究課題」を発見する方法論が必要であると考える。「ふ

さわしさ」は学校（教員）のみが構想するのではなく、生徒と共に発見するという形を取る

必要があると考える。先取り的になるが、「地域新聞づくり」をすることの意味はここにあ

ると考える。そして現時の問題や課題は、地方自治体や地域社会にとっても解決不能で、問

題や課題それ自身がどのように顕在化50されているのかが不明であり、それでいて（場所に

 
50 「共有される」という場合もあるだろう。しかし、問題や課題に対して、和解し得ない場合

もあることを前提にしなければならない場合もある。このような場合にこそ、H.アーレントが
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よっては）切実な問題も多い。地方自治体や地域社会には、力（パワー）の偏在もある。問

題・課題の「解決」のためには、地域社会の自治民主主義の前進が不可欠となる場合も多い。

すなわち、地域の問題・課題は争点をはらんでいる。 

このように考えると、「ふさわしい探究課題」の発見の方法論は、主権者教育（生徒が主

権者として政治に影響力を行使すること）と手を携える必然性があると考えることは重要

である。そして、「地域」とは多角的で複合的に、また対話的に、知る（互いで知り合う）

ことによって顕在化し得るものであるということを考慮するなら、その前提となるのは「地

域」を系統的に知り、表現し、争点をめぐって対話・交流する方法論（これこそが「地域新

聞」の機能である）であろう51。 

そして、このような活動によってこそ、「総合探究」が目指す「地域での課題の発見や解

決に取り組んだ経験を、より普遍的で原理的な問題として捉えるとともに、そのよりよい解

決に主体的・協働的に取り組み続け、新たな価値を実現しようとする姿として育成される」

（29 頁）ことも可能になるのではないだろうか。 

 

（５）小括――「現代的課題」の非現代性を克服するために必要なこと 

 

『解説』は、第７章第３節「各学校が定める内容の設定」（86 頁）において「現代的な諸

課題に対応する横断的・総合的な課題」を取り上げる意義を力説する。『解説』も説くよう

に、ここが「総合探究」が実あるものとなるかどうかの要訣となるだろう。このような意味

で、「本物の課題」（リアリティのある課題）を掲げた「総合探究」は正しい。しかしながら、

ここまで４つの矛盾として議論した通り、困難を抱えていた。特に、争点不在が致命的で、

「ふさわしい探究課題」と「概念」を掲げることで「探究」システムを深めると考えた構想

も、両者の「脱社会」化、「脱政治」化した例示しか掲げることができず、このままでは実

現できないことが予想される。 

 現時の「地域実態」は、様々な問題・課題を抱えている。解決不能の争点がそこにはある。

だからこそ、本物であり、リアリティがある。それに直面するのを避けることは、「18 歳」

を大人（市民）にすること（「18 歳成人」）の時代や、それを課題として受け取ったからこ

そ構想された「総合探究」の最大の矛盾である。 

国全体としてみても、自治体を見ても、地域を見ても、様々な問題を抱えていることを無

視することはできない。そのような時代の「探究」において、争点の顕在化を避けることこ

（批判的観点を抜くこと）は非現実的である。困難な時代（「後退期」）であるからこそ、「ど

う生きるか」、「どう生き抜くか」（「生きる力」の養成）に結びつく自治民主主義を構築する

 

『人間の条件』で議論する公共性の次元が問題となる。 
51 地域はそれを考える人々の理解と違う場所に独立してあるわけではない。言い換えれば、顕

在化される形に応じて「地域」は表象されるのである。そのような意味で、知ることによって

「地域」の存在を獲得するのである。 
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「資質・能力」を育むことに踏み出すべきである。 

 

第２章 教職課程「新聞づくりを生かしたシティズンシップ教育」の実践と課題 

 

 本章では、筆者が 2018 年度から教職課程において開講した「新聞づくりを生かしたシテ

ィズンシップ教育」（以下では、「新聞づくり」講義と略する）52を素材に、「ふさわしい探究

課題」を発見する方法論として、「新聞づくり」にどのような意味と課題があるかについて

報告するものである。 

最初に、「総合探究」『解説』が新聞をどのように位置づけているのかについて確認してお

く。 

まず、第５章「指導計画の作成と内容の取扱い」第２節「内容の取扱いについての配慮事

項」の「⑼」に新聞についての記述がある。学校図書館で新聞の使いやすい整理や展示をす

るようにという指示の記述がある（59 頁）。 

次に、第８章「総合的な探究の時間の年間指導計画及び単元計画の作成」第２節「年間指

導計画の作成」「●２ 作成及び実施上の配慮事項」の「⑵実社会や実生活との接点を生み

出すこと、季節や地域の行事など適切な活動時期を生かすこと」に新聞についての記述があ

る。「探究」に関わる形で、生徒の関心を呼び起こすために、「新聞やテレビなどから得られ

た資料を紹介する」（107 頁）ことが推奨されている。 

 この 2 カ所だけである。推察になるが、ここでの新聞は商業新聞を念頭において、その活

用のことだけを考えている。少なくとも、「新聞づくり」という方法に注目しているわけで

はないことは確認できる。しかし、例えば「総合学習」の指導法を紹介した大学用テキスト

でも「新聞づくり」の実践は少数ではあるが取り上げられている53。特に、調べたことを読

者に説明するという形を取る際に、「新聞づくり」という方法を採用することはそれほど珍

しくないのではないかと考えられる。 

 以下では、「新聞づくり」講義について検討する。しかしながら、最初に断っておかなく

てはならないことがある。私が行った「新聞づくり」講義においても、「総合探究」の構想

に矛盾や課題をもたらすことになった問題は、同様に大きく影響したことである。そのため

本報告の目的も、「新聞づくり」講義を「総合探究」のオルタナティブとして説明すること

はできない。この講義の構想が、実践的にどのような問題を抱えたのか、同時にどのような

点で意義が大きいことを確認できたのか、これらを分析的に明らかにすることに比重をお

く。前章の分析を通して、「総合探究」は良き構想ではあるが、時代（「後退期」）、「地域の

 
52 北海道大学教職課程の「教育職員免許状取得に必要な科目」（「教科及び教職に関する科目」

表の「第六欄 大学が独自に設定する科目」である。以下では、講義全体を指す「新聞づく

り」講義と、「新聞づくり」そのものを指す「新聞づくり」実践や「新聞づくり」という表記を

区別して用いる。 
53 [村川ら、2018]参照。兵庫県篠山市立西紀北小学校６年生の「地域」を探究課題とした実践

で、タイトルが「「草山子ども新聞」を発行しよう」である（156～161 頁）。 
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実態」、生徒と生徒の「陶冶環境」等の理解が古いことによって、実践の成功を楽天的に期

待することになったと評価した。「総合探究」という領域の立ち上げ問題として説明し直す

なら、構想における革新（理想）と現実の距離が大きく、各学校に目標と内容の設定を委ね

ても、実現不能であるとの評価になる54。この「距離」を分析的に測ることに、本報告の目

的はある。 

 ところで講義の構想自体は、この間、私が行っている研究の成果と関わっている。それは、

北海道地方の中学生の「地域アイデンティティ」と将来志向に関する一連の研究である。そ

こで明らかになったのは、中学３年生が将来（高校進学・就職から、20 代ぐらいまで）を

考える際に、「地元を出るかどうかの判断」が大きく関わり、その判断は「地域アイデンテ

ィティ」の在り方に拠るということであった。そして多くの場合、中学３年生の「地域アイ

デンティティ」は否定的であり、それは地域（地元）を知らないこと55が関係していた。そ

れを和らげるための実践56が行われている場合は、消費者目線で地域を見るという点にそれ

ほど影響をもたないが、地域に肯定的な要素を付加することで、全体としてバランスをとる

効果があった。 

さらにこの研究の成果は、北海道が抱える地方の中等教育の問題にも強く関連している57。

これらのことから、「総合探究」や「地域学」実践の深化に助力するためにも教職課程にお

いて開講する必要があると考えた。 

新たな「地域学」実践としてではなく、方法論として「新聞づくり」を構想する講義の着

想は、2017 年 2 月の「大学の NIE 教育を考える会」（北海道 NIE 推進協議会主催）で担当

者とお話しすることで得た。講義の中心に「新聞づくり」を据え、そこで「本物の学習」を

行う。「新聞づくり」のために、北海道 NIE 推進協議会（実質的に北海道新聞）の協力を得

て、指導してもらうことができることになったため実現可能になった。指導してくださった

のは NIE の担当者 2 人で 1 人は教員 OB、もう 1 人は記者である（以降では、NIE 担当者

と略する）。また、「新聞づくり」は、必ず地域に題材をとる。そのため「新聞づくり」と言

っても、「地域新聞づくり」である。さらに、配布用の新聞を制作するのではなく、壁新聞

を制作する。基本的に手書きである。 

本章の構成は次のようになっている。 

まず講義全体がどのようになっているのかをカリキュラムを示すことで説明する。 

 
54 旧来の「総合学習」と同様に行われ、「総合探究」として新たに構想したことは挫折する。 
55 特定の知り方しかしていないこと。具体的には、消費者の視線でしか地域を見ていないこ

と。 
56 「○○学」実践と呼ばれているもの。「○○」の部分には地域（多くの場合は市町村名）の

名称が入るもの。いわゆる「地域学」実践である。学校設定科目で行われている場合や「総合

学習」で行われている場合がある。 
57 [北村 善春、2019]参照。北海道大学大学院教育学研究院は、2019 年に北海道教育委員会と

連携協定を締結した。その意味づけを考えるためのシンポジウムを北海道教育委員会と北海道

教育研究所の共同で行った。そこにおいて、課題先進地としての北海道の教育についての議論

が行われた[北海道大学大学院教育学研究院、2019]。 
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次に、履修した学生について説明する。一般的に学習は、教育（働きかけ）の構想と実践

でだけで実現するわけではない。新聞に関わる講義であるから、履修者の情報受容経験は重

要である。特に、新聞に親しんでいるのか、否かは決定的である。さらに履修者（学習の担

い手）が、どのような地域出身で、それが地域理解の構図にどのように関係しているのか、

さらに大学における学習の動機（モチベーション）がどの辺りにあり、それが「新聞づくり」

にどのように影響したのか、を考察する。 

さらに、作成された「壁新聞」について、そこに学生の地域理解がどのように表現されて

いたのかを考察し、同時に講義の評価の特徴が考察される。 

最後に、「新聞づくり」講義実践がどのような問題や課題を抱えたのか、それにも関わら

ず意義ある達成は何であったかを明らかにする。 

 

第１節 「新聞づくり」講義のカリキュラム 

 

 講義は、前述したように、教職課程の講義として行われた。しかし、北海道新聞社から NIE

担当者を派遣していただく関係で、講義履修者が多い方が良いとの希望があった。また、全

く新しい試みであるため履修者数の見通しが立たなかったこともあって、教育学部の専門

科目としての位置づけも与えた。そのため履修者は教職課程として受講するものと、教育学

部の学部専門科目として受講するものの 2 種類となった。教職課程での開講名称は、「新聞

づくりを生かしたシティズンシップ教育」である。学部専門科目での開講名称は、「地域づ

くり教育論」である。これは、履修状況に大きな差をもたらすのではないかと考えられる。

しかし、その程度について感じるところがあるが、まだ確実なことは言えない。別の要因が

大きく関わっているため、純粋な形で影響を取り出すことができないからだ。 

 まず、カリキュラムの説明を行う。図表１２（次頁）である。 

 これは、2019 年度に実施したカリキュラムである。カリキュラムは、筆者と NIE 担当者

で相談し、作成している。基本的には、中心となる「新聞づくり」の部分を NIE 担当者が

考え実施する。「講義」の部分を筆者が考え実施する。 

2018 年度が初年度であったが、既に内容は換えた。「新聞づくり」の部分では、班編成の

方法を変えるという微調整を行った。「講義」の部分は大きく変えることになった。「シティ

ズンシップ教育」に関する部分の減量と、その教育学的な背景をなる理論的な部分の割愛で

ある。代わりに、「「地域」を深める」と題するグループワークを加え、「シティズンシップ

教育」を減量した部分に学校における「新聞教育」を新たに加えた。2020 年度は、これも

変えるつもりにしている。これは履修者の在り方に対応するためのものだ。 

ところで、履修希望者には、（地域）「新聞づくり」をすることを、シラバスにおいても、

またガイダンスでも説明する。さらに、「新聞づくり」の過程で、常に地域を意識すること

を強調する。しかし、上手く行かない。 
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図表１２ 「新聞づくり」講義のカリキュラム 

回 日程 項目

1 4月10日
ガイダ
ンス

2 4月17日

3 4月24日

4 5月8日

主な作業 詳細 獲得課題

5 5月15日
新聞作成
の基礎1

①オリエンテーション、②班編成の発表、③新聞の読み方実

習、④地域調べと新聞づくりの意義について、⑤NIEタイムの

説明

6 5月22日
新聞作成
の基礎2

①昨年度の「新聞づくり」の経験をOBが説明する、②新聞作

成の流れ(DVD視聴)、③取材の準備・留意点等、④班の分
担・編集長の役目、⑤編集会議を開始するためのアイスブレ

イク

7 5月29日 編集会議

①編集会議のスタート(「地域ネタ」の交流、企画書(取材予定

表)作成、仮コンテづくり)、②「壁新聞づくり」の開始(テーマ・紙
面の取材メモを仮に作る。取材先、取材内容、情報収集の対

象を考える。作業分担を考える)

8・9回の期

間(2週間)で
取材と調査

を行う

8 6月5日

取材報告/

編集会議・

作成作業1

①報告と情報共有、②計画の調整。紙面の大枠を決める。
紙面の大枠
を決める

9 6月12日
編集会議・

作成作業2

①取材結果の班を越えた交流、紙面の結果を修正・変更す

る。再取材、追加調査の計画を立てる。各自の作業と分担を
確定する。

紙面構成を

確定する

10 6月19日
編集会議・
作成作業3

①取材報告会(班内と全体での交流)、②紙面構成の微調整

11 6月26日

中間交流
会/編集会

議・作成作

業4

①作業の中間交流会を全体で行う、②原稿執筆、見出し確

定、写真選び、③紙面素材の最終確認

12 7月3日
編集会議・

作成作業5
①台紙に書き込む、貼り込む作業を始める

台紙に書き

込む作業開
始

13 7月10日
編集会議・
作成作業6

①台紙に書き込む、貼り込む作業を進める(80%)

14 7月17日
編集会議・
作成作業7

①最終の完成作業、②壁新聞の発表会のプレゼンの構想や
準備

壁新聞完成

15 7月24日 まとめ

作成作業
8/相互評

価・まとめ

講評等

①完成した壁新聞の相互評価体験、②発表会と交流・まと

め、③まとめ発言

講義内容・作業

※　5～15回まで「NIE体験」を授業前に行った。「NIE体験」を授業前に特定の新聞記事を切り抜き、内容要旨と

感想、クイズを付したシートを作成する。受講者全体の前で報告し質疑を行うものである。2名ずつで10分程度
行った。

講
義

①講義(＋ワークショップ)の概略と日程、②講義の目的、③講義の内容、④単位の認定
について、⑥新聞の購読について、⑦新聞を読むことについて考える

1.「地域」を深める(グループワーク) ①地域とは何のことか ②札幌は地域か? ③札

幌はどんな地域か ④「地域」という言葉について考えてみよう ⑤「地域問題」 ⑥壁新聞
で取り上げる「地域」はどのようなものになるか

2.シティズンシップ教育を考える ①シティズンシップ教育という言葉は新しい 　3.シ
ティズンシップ教育の方法・手段を学ぶ ①イギリスのナショナル・カリキュラムにおけ

るシティズンシップ教育のねらい ②「シティズンシップ」は自由で困難な時代に召喚され
る ③シティズンシップ教育のコア ④ナショナル・カリキュラムに具体化されたシティズン

シップ教育
4.日本における「シティズンシップ教育」と新聞教育の現在 ①「シティズンシップ教

育」の2つの方向性 ②日本における「シティズンシップ教育」と新聞教育のあゆみ　5.こ

れからの「シティズンシップ教育」と新聞教育の課題(「右肩下がり」の時代で新た
な「デモクラシー」をどう拓くのか)

新

聞
づ

く
り

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ
プ
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それは、地域という言葉の意味することが理解できない、あるいはある視角に（無意識に）

限定して理解するからである。学生にとって札幌という地域は、一時の身の置き所（滞在地）

で、観光地のことである。学生として住んでいても、地域の実感はない。地元でも実感がな

い場合がほとんどである。この理由については後述する。 

講義概略の説明を続ける。ガイダンスに続き、第 2 回からが講義部分であった。第 2 回

目は「「地域」を深める」（グループワーク）を行った。第 3・4 回が講義形式（授業）であ

る。第 3 回は、シティズンシップ教育がなぜ学校教育で重要になったのか、シティズンシッ

プ教育の歴史、シティズンシップ教育の方法論（クリック・レポートを生かす形で実現され

たイギリスのナショナル・カリキュラムに具体化されたもの）について学ぶ。第 4 回は、昨

今の 18 歳成人法の成立や｢高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒によ

る政治的活動等について（通知）」を踏まえて、「知る活動」や「新聞づくり」の重要性を戦

後の高校における新聞教育の展開と関係づけた内容である。最後に、現時の「地域づくり」、

特に「地域シティズンシップづくり」を「新聞づくり」という方法論で行うという講義のね

らいを説明する。 

そこから「新聞づくり」の部分（ワークショップ）の開始となる。およそ 2 カ月間の取り

組みである。 

まず、新聞制作の基礎についての説明から始まる。編集会議のやり方や任務分担、編集長

の仕事についての説明を前提に、壁新聞を制作する班に分かれ、編集方針を考えることにな

る。この班の構成と編集方針の決定が、履修者にとって大問題となる。問題意識と学習モチ

ベーションの異なる他者が、それぞれに責任ある役割を（覚悟をもって）引き受け、ひとつ

の紙面の編集方針を議論の中で策定しなければならない。これが難しい場合が多かった。 

班編成は、NIE 担当者の中学校・高校における「新聞づくり」の実践の経験から、導き出

された人数（B０版相当の面積の壁新聞用紙（S106 用紙）1 枚、9 段組の壁新聞の制作では

4～5 人ぐらい）を念頭に置いた。そして、班編成が講義の全体の成功に大きく関わってい

ることは、2018 年度の経験からよく分かっていた。NIE 担当者の経験からみるところ、本

学の大学生の班編成は、中学生・高校生よりも難しいそうだ。ところで、班編成は以下のよ

うに行った。 

教職課程科目では、多様な学部・大学院の履修者の参加を前提にしなければならない。各

学部等の専門教育の履修形態はまちまちであるため、実際の班活動を考えた場合、同学部の

方が時間調整等の面で容易であるため作業しやすいと考えた。2018 年度においては、これ

を考慮した。また、班活動が「新聞づくり」の中心形態となるため、全く知らない学生同士

で編成しても上手く行かないと考えた。この考え方を履修者に伝え、班構成を学生に委ねた。

結果的に、学部別と学年別という原理で班編成がなされた。班は４つになった。班員は 6 人

の班が３つ、7 人の班がひとつできた。 

教育学部２年生の班、教育学部３年生の班、文学部２年生の班、文学部３年生に多様な学

部の教職課程履修者を集めた班である。後述するが、この考え方は功を奏さなかった。編集
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方針を考えるために必要となる自主的な密度の濃いコミュニケーションは、普段の講義等

の顔見知りという程度では実現できなかったからである。分担された作業とそれに関わる

責任もコミュニケーションに負荷を加えた。このことには、中学生・高校生が授業で「新聞

づくり」をすることと、大学生が授業を履修することの意味の違いと、中学生・高校生の場

合履修しない・途中で履修を止めるという選択肢はないが、常々履修のコストパフォーマン

スを量っている大学生との違いがあることを痛感させた。これ以外にも、履修者個人の資質

の問題もあるものと考えられるが、その点を追求することはしていない。 

 そのため、2019 年度は班編成に既有の関係性は意味がない（普段の依存性がそのまま発

現する）と考え、役割（例えば、編集長をやってみたい等々）として、あるいは得意・苦手

（記事等の文章の作成、レタリング、デザイン等）を機軸にして班編成した。結果だけ述べ

ると、これでも難しさは変わらなかった。班は３つになった。班員は 3 人の班がひとつ、4

人の班がひとつ、5 人の班がひとつである。班の人員数にばらつきがあるのは、班編成が確

定して以降に不参加となった履修者がいたからである。2020 年度はここも変えることにし

ている。 

 以降の回では、それぞれの班で考えた編集方針に従って、取材を行う。これが 2 週間ほど

続き、それをどのように紙面に反映させるか、どのような写真を用いるか等を考慮しながら、

紙面構成を煮詰めて行く作業に入る。NIE 担当者は適宜、新聞編集の勘所に関する講義や

インタビューの仕方（コツ）、新聞写真のとり方や生かし方、トリミングの仕方等技術指導

を、作成過程に対応して具体的に指導する。記事等の素材が集まってからは、それを壁新聞

という形式にどのように体現して行くのかについて、「段柱」の立て方（段組とレイアウト）

やそれと対応した記事のまとめ方、題字の入れ方、紙面の全体的構成とバランス等を班で考

える。それについても、NIE 担当者が具体的な指導をおこなってゆく。 

 学生は、講義時間中に編集会議や打合せを行い、取材等の作業は班で分担し、授業外の時

間において班のメンバー間で調整しながら行うことになる。中学校・高校の「新聞づくり」

においてもそうであるが、自主性が重要となる。大学生（大人）であることを前提にして、

これらの作業は、問題が発生した場合には NIE 担当者に連絡を入れ、対処可能の体制を確

立した上で、自主性に委ねることにした。しかしながら、全体的に言えば自主性の発揮は、

半数を越す班で難しかった。自主性が困難の原因となった。この原因についての考察は後述

する。 

 壁新聞の完成は、第１４回講義時を目途に、進行指導を行った。壁新聞への書き込みには、

3 週間を費やすことを考えていた。しかし、この 2 年間（7 班）で達成可能であった班は少

ない58。そのため進捗状況を考慮し、最終回の前に「新聞づくり」を行うことができる教室

を確保し、遅くなった作業を間に合わせることができるような機会を 3 日（それぞれ、各学

 
58 内容を当初段階から漸次的に高度化し、それを追求しきった班もあった。最終回前に作業が

集中したという点では同じであるが、各人が責任を発揮せず、自主的に決めた締め切りを守れ

ず、ずるずると遅れた場合とは全く異なる。同じように指導しても、両極端に分化した。 
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部・大学院の講義が終わる 18 時から 21 時までの 3 時間）確保した。2018 年度は、これで

全班が完成にこぎ着けた。しかし、2019 年度は 2 班で問題が生じた。ひとつの班は、自分

の分担部分を制作せず最終回に参加した学生がおり、その制作作業が講義時間に持ち込ま

れた。もうひとつの班は、編集長として中心を担っていた学生が他の班メンバーの無責任な

参加状況に業を煮やし、最終的な仕上げ作業と最終回の講義に不参加となった。 

 この講義では「新聞づくり」を履修者の自主性に委ねている。しかし、学習モチベーショ

ンに問題を抱え、責任感を発揮できない履修者が、制作進行を遅らせ、日程維持を困難にす

る。それにより相互不信が連鎖し、新聞制作が危うくなったのである（「班崩壊」）。2018 年

度も完成はしたが「班崩壊」状況に陥った班はある。2019 年度は、このような事情により、

第１５回講義時も作業が入り、講義のまとめは時間不足となった。 

このように、自主性の尊重を生かせないことへの対応の問題も、2020 年度の課題となっ

た。 

 カリキュラム以外のことを２つ追加する。ひとつは、履修者は新聞に触れていないので、

新聞を手にとるところから始めたことである。NIE の制度を用いることで、教育用新聞59と

いうことで、安価で入手することができる。「新聞づくり」の期間に合わせて毎日配達して

もらい、それを学生に講読してもらえるようにした。ちなみに、このようにしても学生の新

聞の講読は進まない。持って行かない学生には、授業前に、持って行っていない分を配布し

た。さらに、講読を促進するための手だてとしてとったのが、「NIE タイム」の設置である。

各回の講義の開始時に、2 人ずつ 1 週間の記事から興味のある記事を選び、簡単な報告と感

想を全体の前で説明する機会を設けた。記事は、専用の台紙に貼る形で作成する。報告後に

は、提出を求めた。これも履修者間の取り組みの温度差が大きかった。授業前に１週間分の

溜まった新聞を慌てて読み、記事を手でちぎり、貼る糊もないまま提出する学生も数名いた。 

 もうひとつは、初年度から行ったことであるが、壁新聞制作中から、「誰に向かって記事

を書くのか」という読者を意識させた指導を行ったことである。そのことを、新聞というメ

ディアに則した形としても実現するために、壁新聞を公衆の目にさらすことを追求した。

2018 年度は、北大構内でしか場所を得ることはできなかった。しかし、2019 年度は北海道

新聞の協力を得て、「道新プラザ」の入り口に掲示させていただいた。数は少なかったが、

反応の連絡メールがあった。 

 

第２節 学生の特徴 

 

 講義では、履修希望者に対して、新聞購読の有無やメディア接触、地域理解等を聞くアン

ケート調査（事前調査）と講義の振り返りを聞くアンケート調査（事後調査）を履修者の了

 
59 教育用の新聞があるわけではない。朝刊のみを購入することになる。この制度は、戸別配達

は利用できない。専売所から筆者の研究室に新聞の置き場所を作り、学生が各自で持って行く

形をとった。 
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解のもとで行った60。講義が新設の教職課程科目である点、さらには中等教育における実践

（学校設定科目や「総合探究」として具体化すること）を構想している点に基づく。以下で

は、調査結果を用い、履修者の在り方と講義の関係について分析してゆく。さらにこの分析

は、前章において「総合探究」の生徒理解が現代的はないと評価したことを、実行したらど

うなるかを示すためである。 

 以降では 2019 年度調査の結果を中心に検討する。「新聞づくり」の内容を検討する際に

は、2018年度の結果も加える。 

 

（１）講義初回参加者のメディア接触 

 

 まず、新聞購読状況である。図表１３はそれをみたものである。この結果は、アンケー

ト調査を行った講義初回参加者のものである（以下では、参加者と略する）。履修者は、結

局 12 人になったから、ここから 7 人減った。 

新聞を購読する参加者は 15.8%である。そして、この全員が自宅からの通学者である。す

なわち、保護者（親等）が講読している場合にのみ、新聞を講読する。先取り的ではあるが、

この 3 人の講読時間は、15 分、30 分、60 分である。日本の新聞は、自ら購入して読むも

のではなく、自宅に配達されることによって部数が多い（読まれている）ことは良く知られ

ている。その説明は、この場合にも当てはまっている。 

 

図表１３ 講義初回参加者の新聞購読状況 

度数(人) 内訳(%)

はい 3 15.8

いいえ 16 84.2

計 19 100.0

※　新聞を購読している3人は

全員自宅通学。

※　受講者が19人時の数字。
 

 さらに、それでは参加者はどのようなメディアに接触して日常的にニュースを得ている

のであろうか。それを尋ねたのが、図表１４（次頁）である。ニュースを得るメディアを頻

度の高い順に３つ選択し、それを集計したものである。メディアのカテゴリはこちらで提示

した。そのため、漏れたものがあるかもしれない。 

日常的なニュースを得る際に使用するメディアは様々なものに拡散している。1・2 位に

挙げられたものでも、4 人が選択したものが最多となっている。 

1 位に挙げられたものの中で最多は、「SNS のニュース」であった。次に多いのは「ポー

タルサイト・アプリ」が 3 人である。2 位に挙げられたものの中で最多は、「SNS でフォロ

 
60 アンケート調査では、講義等で使用することと書きたくない部分は書かなくても良いことを

説明した。 
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ーしている友人や知人からの情報」の 4 人である。次に多いものは、「新聞」と「テレビ」

の 3 人である。3 位に挙げられたものの中で最多は、「テレビ」の 7 人である。次に多いも

のは、「SNS のニュース」の 4 人である。逆に少ないものを挙げておくと、「ラジオ」、「雑

誌」が 0 人である。 

 

図表１４ 日常的にニュースを得ているメディア 

メディア 1位 2位 3位
トータル
選択数

a.新聞 0 3 0 3

b.テレビ 2 3 7 12

c.ラジオ 0 0 0 0

d.雑誌 0 0 0 0

e.新聞社のニュースサイト・アプリ 1 2 0 3

f.新聞社以外のメディア 2 1 1 4

g.ポータルサイト・アプリ 3 1 0 4

h.ネット専門のニュースサイト・アプリ 2 1 1 4

i.動画投稿サイト 1 0 1 2

j.新聞社が発信したツイートやリツイートされた情報 1 0 1 2

k.SNSのニュース 4 2 4 10

l.SNSでフォローしている友人や知人からの情報 2 4 2 8

m.SNSでフォローしている面識のない人からの情報 1 1 1 3

度数(人)計 19 18 18 55

※　受講者(19人時)にこの全体の中から、日常的にニュースを得ているメディアに1～3位の順位
を付けてもらった。  

順位を問わず全体（トータル選択数）でみると、最も多いのは「テレビ」の 12 人、「SNS

のニュース」の 10 人、「SNS でフォローしている友人や知人からの情報」の 8 人である。

そして、新聞は 2 位に挙げた学生 3 人がこれに該当し、トータル選択数の 3 人でもある。

拡がりは全くない。すなわち自宅で講読している学生以外は、日常的にニュースを得るもの

として新聞は眼中にない。日常的にニュースを得るメディアは拡散しているが、テレビを除

くと、デバイスとしてスマホ等使用を前提とし、このなかで取得先を選択していると考えら

れる。 

「SNS でフォローしている友人や知人からの情報」が多かった（第３位で 8 人）。「SNS

でフォローしている面識のない人からの情報」も 3 人いる。「フェイクニュース」の問題が

取り上げられることは多いが、それを強く配慮しているわけではなさそうだ。使用するメデ

ィア（スマホ等）に依存をしているのなら、「新聞社のニュースサイト・アプリ」を利用し

てもよさそうだが、それも少ない。このような意味で、組織的に裏付けを確保する情報（新

聞やテレビ等）でないものもニュースとして理解していることもわかる。それぞれのメディ

ア別にどのような内容のニュースを得るのかは興味のあるところであるが、それについて

は聞いていない。 

さらに、ニュースを得る物理的なメディア別に接触時間を聞いてみた。それをまとめたの
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が、図表１５である。 

 

図表１５ ニュースを得るメディアとの１日あたりの接触時間 

接触時間
テレビ
(人)

新聞(人) 雑誌(人) 書籍(人)
スマホ・
PC(人)

0分 5 16 14 3 0

10分 2 0 2 1 0

15分 1 1 0 0 0

20分 2 0 1 0 0

30分 4 1 2 7 2

40分 0 0 0 1 0

60分 3 1 0 3 2

90分 1 0 0 2 2

2時間 1 0 0 1 6

3時間 0 0 0 1 3

200分 0 0 0 0 1

4時間 0 0 0 0 1

5時間以上 0 0 0 0 2

計 19 19 19 19 19

※　記述時間をそのまま分類した。最長は6時間であった。
 

 この中で最多は、当然、「スマホ・PC」である。最低でも１日あたり 30 分接触している。

最多帯で 2 時間である。3 時間を超える接触をしている学生は 7 人で、このアンケートの回

答者数（19 人）の、37%と三分の一を超える。新聞と雑誌は、一部の学生以外は接触しな

いと考えて良い。他方でテレビの視聴時間は、30 分までに 14 人（74%）と少ない。先程の

ニュースを得るメディアの順位として、第 3 位として多かったということはこれを現して

いる。ニュース等を視聴しているのであろう。書籍は 30 分までに 11 人（58%）と 6 割に

迫る。日常的に読書の習慣があるかどうかは、怪しいかもしれない。他方で、2 時間を超え

る学生が 3 人いるので、例外として日常的に読書する学生がいるということであろう。 

 ここまでをまとめると、メディア接触の領域に新聞がある学生は非常に限定され、多様な

メディアに拡がりをもつ。しかしスマホ等の利用で入手可能なものに限定されていた。スマ

ホ等の利用時間が長い学生は多い。そして、ニュースを得ると言っても、それがどのような

信頼性があるのかは、あまり気にしていないだろうこともわかった。すなわち、ほとんどの

学生にとってニュースはスマホ等で、雑多なものから得るものである。新聞には、全くなじ

みがない。 

 

（２）履修者の地域イメージと地元理解 

 

 さらに、履修者の地域イメージについて検討する。図表１６（次頁）である。これ以降は

履修後のアンケート調査への回答である。また、了解してくれた履修者のみが回答した。 

 地域イメージは、住んでいた場所に規定されていると仮定し、出身地（地元）を「大都市・
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周辺」と「地方・周辺部」の２つに大別して表側に記述した。 

 

図表１６ 地域という言葉でイメージするもの 

地元 地域という言葉でイメージするもの

東京都 「休日に活動する場所」というイメージ。

札幌市 「都市」(東京)との比較対象

札幌市
昔は地域での運動会や盆踊りに参加したが、今ではまったく参加していない。年寄り

のいる場所。

名古屋市 人と人との関わり合いや、それによって構築される共同体。協同が必要な体制。

大阪府 人口数。

京都市
小さな社会。昔からのならわしや慣習を共有している市町村のこと。小・中学校と密
接に携わっている。故郷。

京都府
普段はあまり感じない。何かイベントがあれば団結力を作るきっかけとなるもの。自
分を振り返る際に欠かせないもの。

北海道 近所づきあい。商店街。お年寄り。

北海道 周りに住んでいる人との繋がり

鳥取県 地元が田舎だったので、わりと身近に感じます。密接したイメージ。

北海道 赤字路線。統廃合。

愛媛県 北海道ではYOSAKOIソーランを用いた地域興しをしている。

地

方
・

周
辺

分

大
都

市
・

周
辺

 

 出身地は、札幌市を含む北海道が 5 人（42%）と北海道大学の学生全体の比率からみると

心持ち多い程度である。「大都市・周辺」には、東京都、大阪府、京都府、政令指定都市出

身者の回答を記述した。同様に、「地方・周辺部」には、札幌市以外の北海道、鳥取県、愛

媛県出身者の回答を記述した。 

 「大都市・周辺」において、記述内容は具体的なイメージに乏しいものとなっていると考

えられる。また、言葉（概念）として表したような「地域」である。例えば、名古屋市出身

者や京都市出身者の回答がそれにあたる。かろうじて、京都府の回答が、「普段はあまり感

じない」と前置きして書いたところぐらいであろうか。他方で、「地方・周辺部」の履修者

には、地域イメージが表現された回答がみられる。「近所づきあい」、「周りに住んでいる人

との繋がり」、「わりと身近に感じます」がそれに当たるだろう。生活と密着した地域のイメ

ージである。それでも、「赤字路線。統廃合」「地域興し」のように、「他人事」的な回答も

ある。 

 さらに、もう少し踏み込んでみたい。自分の「地元」についてどのように考えてるかを、

地元の「良いところ」と「良くないところ」という形で回答してもらったものを分析する61。

次頁の図表１７である。 

 地元の表記は図表１６と同様である。「大都市・周辺」では、地元の「良いところ」を、

利便性が良いところとして考えている場合が多い。その利便性は、「交通・移動」とアクセ

スが便利であること、モノ（食べ物、名物、観光）が多いこと、大学が多いことである。少

 
61 [浅川、2019]等で中学生の「地域アイデンティティ」を分析する際に、使用した方法と同様

の方法を用いた。 
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数であるが、自然が豊かもあった。この含意は、東京都にしてはという意味での限定がつく

と考えられる。「地方・周辺部」では、地元の「良いところ」を、「自然が豊か」、「静かで住

みやすい」、「子どもが自然に遊べる」、文化に注目したのだと思われる「祭りがある」にな

る。「お店が多い」や「札幌に近い」は、北海道の他の地方と違ってという意味での限定が

つくと考えられる。「良いところ」の理解は場所で鋭い対比をみせる。 

 

図表１７ 地元の「良いところ」と「良くないところ」 

地元 地元の「良いところ」 地元の「良くないところ」

東京都 交通の便が良く、自然が豊か。大学が多い。
学生や単身者、サラリーマンが多く、長期的
定住者が少ない。

札幌市
北大が都市部に近い。移動が楽。雪が降るの
で楽しい。

雪のせいで移動が不便。

札幌市 一カ所にモノが集まっているところ。 地元愛が強すぎるところ。

名古屋
市

アクセスが良い。栄えている。移動に困らな
い。工業が盛ん。食べ物・名物が美味しい。観
光名所が多い。

雑踏。交通事故が多い。地震の危険がある。
名所が少ない。自然がない。

大阪府 移動手段が豊富。 関西弁がきつい。

京都市 世界遺産が多くある。
静かで落ち着きがない。陰湿。ごり押しがすご
い。

京都府
同じ世代の人がたくさんいた。交通が便利。ま
ちがきれい。学術研究都市で企業が多い。

夏暑く、冬寒い。

北海道 自然が豊か。お店が多い。 活気がない。ドーナツ化現象。

北海道 静かで住みやすい。 遊ぶ場所が少ない。

鳥取県 自然が豊かで、子どもが自然で遊べる。
遊び場(デパート、カラオケ、アミューズメント)
がない。

北海道 札幌に近い。 交通の便が悪い。

愛媛県 祭りがある。自然が豊富。
商業施設が充実していない(不便とは思わな
いが)。

※　長い記述は一部を省略した。太字は注目したところ。

大
都
市
・
周
辺

地
方
・
周
辺
分

 

 他方で、地元の「良くないところ」である。「大都市・周辺」では、大都市の弊害（住民

の問題、雑踏、交通事故、自然がない）もあるが、気象条件（雪、気候）、文化に近いもの

（関西弁、人柄）、そして大災害の可能性である。「地方・周辺部」では、「遊ぶ場所」や「商

業施設」がないことや、「交通の便が悪い」となる。この理解も場所で鋭い対比をみせる。 

 以上のように、地元の「良いところ」と「良くないところ」の基準は、「大都市・周辺」

と「地方・周辺部」で入れ替わる形を見せるが、２つの内容から形成されていると考えるこ

とができる。ひとつは、「利便性」（消費文化的なことを含めた）の有無に関わることである。

これが「大都市・周辺」にはあり、「地方・周辺部」にはない。もうひとつが「良いところ」

と「良くないところ」で意味が少し変わるが、「自然」の有無に関わることである。「地方・

周辺部」の「自然」は、文字道理の「自然」に近いことを中心とするが、「大都市・周辺」

の自然は言わば人間的「自然」と考えられることである。これを免れている評価は、それほ

どない。「地方・周辺部」の「静かで住みやすい」、「子どもが自然に遊べる」そして「祭り

がある」がそれにあたると考えられる。このような意味で、地元の良いところを（地域コミ



- 53 - 

 

ュニティの）生活者に近いところで考えることができているのは、「地方・周辺部」の数名

だけであることがわかる。 

 前述したように、2019 年度に「新聞づくり」講義の一部を換えた（「「地域」を深める」

グループワーク）のが正しいことは、この結果からも裏付けられる。これは、履修者のもの

であり、地方の中学生・高校生が取り組む「総合探究」では当てはまらないかもしれない。

しかし、「地域の実態」を取り上げるだけで自動的に「探究」を深めるモチベーションが生

まれることを期待するのは、楽天的であると「総合探究」を評価したが、その裏付けにはな

ると思う。地域を題材に取り上げるだけでは不十分である。その知り方が問題で、表面性を

突破しなければ、「実態」にたどり着かない。地域理解は、深められなければならない課題

である。 

 ここまで、メディア接触の問題と地域イメージ・地元理解の２つの視角から履修者の特徴

をみてきた。さらに詳しく、「新聞づくり」講義について説明を加えることもできる。しか

し、その点については割愛する。そして、「新聞づくり」講義を履修者がどのように経験し

たのか、それを自らで自省したのかという点から、「新聞づくり」講義の問題・課題を考え

ることにしたい。 

 

第３節 「新聞づくり」実践 

 

 履修者が班で制作した新聞名（題字）と記事を一覧の形にして、2 年分をまとめたのが次

頁の図表１８である。 

 前述したように新聞名と記事は、各班で自主的に決めたものである。私も含めて、NIE 担

当者もアドバイスは行っている。しかしながら、それが考慮される場合はほとんどなかった

と記憶している。 

 2018 年度は４つの班で 4 紙が作成された。上から順に、文学部 2 年生班の「前景」紙、

教育学部 3 年生班の「札幌再発見」紙、教育学部 2 年生班の「安美写住」紙、文学部 3年生

を中心に他学部を加えた班の「さっぽろ湯けむり新聞」である。新聞名が、記事内容と対応

していない場合もある。また、絶妙な新聞名の場合もあった。 

 「前景」紙は、雑多な内容から構成されていた。これは、全体としてひとつの新聞となる

ことができなかったためである。全体紙面をスペース（記事）に分割し、それぞれを担当者

が責任をもって制作（分担）することで制作した。この分業が、協働になることはなかった

点が特徴となる。 

 「札幌再発見」紙は、地元の人にとっても札幌を再発見するという意味づけの記事が２つ

ある。これに、この年度に校内に開店したコンビニに対する批判的な記事を加えた３つの記

事から構成されていた。「前景」紙でもコンビニを取り上げた記事があった。それが営業部

のプレゼンをそのまま記事にしたものであったことに比べて、自分たちなりの視点をもっ

ていたところが異なる。 
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図表１８ 2年度分の紙面 

新聞名 新聞名

幌北地域の問題

学生を取り込め

ねおろすの活動

「地域の銭湯」が消えていく

～地域で学ぶお風呂のマナー～

～「銭湯寄席」の取材を通じて～

銭湯界隈有名人～ケロリンの人

さ

っ
ぽ
ろ
湯
け
む
り
新
聞

食事で変わる心と体

北大生と自転車

市民にアプローチを（北大セコマ）

美味なごはんの炊き方

輝く札幌（夜景と共に）

編集後記

編集後記

ただの「風
呂場」じゃ
なかった

銭湯の歴史って？？

ゾウが円山に来る（円山に行こう）

恵迪寮の出てくる作品

編集後記

ねおろすの年間活動

前
景

札
幌
再
発
見

安
美
写
住

（
A
N
B
I
T
I

O
U
S

）

編集後記

道拓く海に囲まれし北の大地

"移"気揚々（北海道移住に関わる記事、注）

花紅柳緑（丘のまち美瑛）

錬京術強（ものづくりで地域づくり）

すべての人に学びを（自主夜間中学「遠友塾」）

北大にOPEN（北大内深夜営業を問う）

記事

実
は
知
ら
な
い
恵

迪
寮

幌
北
新
聞

ね
お
ろ

す
幌
北

と
は

華の伝統「恵迪寮祭」に迫る

そもそも恵迪寮とは

もうひとつの恵迪寮その２　女子学生

まちづくりセンターとは

2018年度４紙 2019年度３紙

水辺の安全

大切な役割を果たす地域の映画館

銭湯のい
まを知る

生身の人間が関わり合う「お互い
に支え合って」の世界

丁度良いのがちょうどいい。そし
て、そこに誰かいること。

巡
り
ゆ
く
水

まちセンは、北大の近くに

編集後記

豊平川のサケ

札幌の水道

記事

蘇る川

行く河の流れは絶えずして

もうひとつの恵迪寮その１　留学生

 

 「安美写住」（アンビシャス、以下省略）紙は、北海道全体を地域として考えて、雑多な

記事を集めたものである。紙面には、美瑛の観光紹介もあるが、北海道への移住（I ターン）

に関わる記事、「ものづくり」で地域興しを行っているサークルの事例紹介もある。この班

にとって、札幌市やそれよりもさらに小さな場所の、自分たちに身近な生活や、生活してい

る人たちへの取材を通して、地域を探究することは視野に入らなかった。 

「さっぽろ湯けむり新聞」は、以上の 3 紙とは異なっていた。まず、全体がひとつの主題

（さっぽろの地域と銭湯文化）に貫かれている。そして、大きく３つのサブタイトル（「銭

湯のいまを知る」、「銭湯の歴史って？？」、「ただの「風呂場」じゃなかった」）に区別され、

このサブタイトルにふさわしい記事群から構成されていた。記事名をみていただければ判

るように、この新聞を作る上で取材対象者との複数回にわたるであろうインタビューと、そ

れを班に持ち帰っての議論の深まりがよく分かるものとなっている。また、これと関係した

かもしれないことがひとつある。それは当初主題と考えていたテーマを覆して、1 からやり

直したことである。他班が、「新聞づくり」に関わる労苦を低減することを優先したことと

の違いがある。それが、確かな意見の一致を生み、そのことに基づいた自覚（責任）が班員

に形成されていた。 
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 2019 年度は 3 紙作成された。前述したように、班編成の基準を変えたために 2018 年度

のような特徴はない。どの班の構成も雑多である。ただし、前述したように班員数は、3～

5 人となった。1 から班員の関係を形成し、「新聞づくり」を進めるためのコミュニケーシ

ョンをしなければならなかった。新聞名は、だいたい記事内容と対応している。1 部の記事

のみ、新聞の主題と無関係の場合があった。 

 「実は知らない恵迪寮」紙は、本学の学寮に関わる新聞である。ちなみに、寮生が発案し

たわけではない。そのため、外から見てよく分からない学寮を市民に知らせるという形をと

っている。新聞制作の過程で、その意味が問われることになった。また、班編成時から班員

の出席に問題を抱え、新聞制作を全員で担う体制を作ることができず、結果的に編集長に負

担が集中した（「負担問題」の前景化）。そして、班員が休むこともあって編集の議論ができ

ず、「新聞づくり」の進捗にも遅れが生じ作業が終盤に集中した。だからこそ、「負担」を押

しつけ合うことにもなった。 

 「幌北新聞」は、大学に近い地域（幌北地区）の「まちづくりセンター」に早い時点で取

材に行き、そこで地域づくりの学生サークル（幾つかの大学の学生で構成されている）「ね

おろす」を発見する。これを新聞の中心においた。この発見の確かさと着手時点の速さが、

「新聞づくり」の安定性につながった。 

 「巡りゆく水」紙は、札幌市の水問題にフォーカスし、多角的な角度から取材を行いまと

めたものである。理系学部等の学生が、その専門を生かした記事を書いている。しかし、中

心になった班員と彼らに依存した一部の班員とに分かれてしまい、その問題の克服はでき

なかった。 

 以上のように 2 年度分の 7 紙について説明してきた。要約的に述べると、班活動という

点からみた「新聞づくり」実践の成否は、班運営がうまくいくかどうかにある。そして、こ

れが「新聞づくり」を深めることができるのかに深く関わる。同時に、この両者は逆の関係

にもある。「新聞づくり」が深まっている状態であるなら、班運営はうまくいっている。こ

のことがもっている含意をどのように考えるのかについて、まだ結論はだせない。そして、

大学生が取り組むから、言い換えるなら中学生・高校生に比べて年齢が上であることや学力

が高いから課題が容易になるわけではない。だからこそ難しくなり、それを突破した場合の

芳醇な成果の可能性も拓ける。 

 この実践を左右した学生側の要因について、気がついた点をまとめておこう。履修者だけ

ではなく、本学の学生はグループワークの経験に乏しい。そのため、グループワークを調整

することが難しい。中学校・高校において、受験に対応する孤業的で効率的な学習以外の経

験に乏しい。また、それぞれの負担に関わるコミュニケーションができるかどうかは、たぶ

ん年齢は関係がない62。また、責任を引き受けるという点においても同様であると推測する。

自分の言動にどのように責任をもつかは、学力や年齢に拠らない。そして、大学生だからこ

 
62 調停や妥協が必要だという意味では、政治的なコミュニケーションである。 
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そ講義のコスパ（どれだけ負担少なく単位を取得できるか）意識が発達し、他の班員がそれ

を計算して負担を負わないことへの批判も厳しい。しかしだからと言って、自分は違うと責

任を引き受けるわけではない。自分の責任部分を孤業的に全うするだけである。他に同様の

ことを考える班員がいれば、少し紙面全体のことまで支援する場合もある。すなわち、助け

合いも「空気を読んで」行われる。集団学習の、言わば「自治力」は高くないのである。こ

の点が、「総合探究」の矛盾として「地方（自治）の在り方を主題化できない」ことを指摘

したことや、課題として言い直した場合の「地方（自治）の在り方」を「総合探究」におい

て主題化する必要性があると主張したことに、関連する。 

 

第４節 履修者は「新聞づくり」講義をどう振り返ったのか 

 

 さらに、履修者が「新聞づくり」講義をどのように振り返ったのかについて検討する。ま

ずは、「「地域」を主題とした新聞を制作する上で難しかったこと／面白かったこと」を取り

上げる。自由記述をそのまま掲載した。記述の中で「難しかった」と判断できるものについ

てはゴシック体に、「面白かった」等と判断できるものについてはイタリック体にした。そ

れが次頁の図表１９である。 

 同様に、年度別、判別に検討する。将来志向と関わっているのかどうかについて確認する

ため、表側には履修形態（教職課程として履修したのか、学部専門科目として履修したのか）

を書き上げた。履修形態の欄を見て判るように、班でどちらかに集中している。混在してい

ると言えるのは「さっぽろ湯けむり新聞」であろうか。 

 「前景」紙では、ほとんどが難しかったというものである。内容は４つである。進め方

と見通し、責任が重い、自由が難しい、そして取材である。新聞制作に関わるものに集中

する。困難の表現は、全体を代表していると考えることができる。逆に、「面白かった」

等はひとつだけで、「インタビュー」である。地域を知る・理解する難しさにまで到達で

きなかったと言えるだろう。 

 「札幌再発見」紙も難しさは共通する。取材、新聞の編集、記事の記述上の工夫であ

る。「前景」紙よりも、さらに新聞制作に立ち入っていると言える。そして重要なのは、

「「地域」というテーマと自分の興味のあるところを結びつけること」である。困難とし

て挙げたのか、面白かったとして挙げたのかは判別がつかない。地域新聞づくりを目指し

たこの実践にとって本質的な問題である。「総合探究」においても、「地域」と自分との重

なりは、簡単に獲得できるものではないことを指摘した。「面白かった」等では、「知らな

かった地域の良いところを知ることができた」が挙がる。この新聞の趣旨に近いものであ

ろう。 

 「安美写住」紙でも、難しさがほとんどとなる。取材等の新聞制作である。そして、

「札幌再発見」同様、「地域」と新聞のつながりが考えることが挙げられている。ここで

は困難として、である。「面白かった」等としては、「人とつながれたこと」を挙げたもの
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が重要である。 

 

図表１９ 2018年度履修者の 

「「地域」を主題とした新聞を制作する上で難しかったこと／面白かったこと」 

新聞名
履修
形態

「地域」を主題とした新聞を制作する上で難しかったこと/面白かったこと

教職
具体的なステップがどんなものか、それぞれのステップにどれだけの時間がかかるのか
が見通しがつかないことが難しい。

教職 インタビューのアポが大変でした。実際にインタビューをするのは楽しかった 。

教職 取材が大変だった。

教職
時間がないわりに責任が重い。消極的になってしまうことで責任を押しつけ合うことに
なった。

教職
わりと「何でもできてしまう」自由さが難しかった。結果として紙面がとっちらかったかな、と
いう感じがする。

専門 「地域」というテーマと自分の興味のあることを結びつけること。

専門 知らなかった地域の良いところを知ることができた点

専門 (難)取材先へのアポ取り、取材。決して歓迎されるばかりではなかったので。

専門 ネタを決めるところ。

専門 ただの紹介に終わらないようにするのが難しかった。

教職 自分で取材をし、人の話を聞くことの難しさを感じた。

専門 アポ。時間配分が難しかった。

専門
題材を地域に結びつけることが難しかった。取材を通して人とつながれたことが面白かっ
た 。

専門
いざ事柄がどのように「地域」と結びついているのかを調べ、それを文字に起こすというの
がとても難しかった。

教職 他の講義・ゼミ等との時間調整が難しかった。

教職

実際に取材を行っても望むような反応を得ることができず、予め持っていた構想通りに作る
ことができなかった点が難しかった。しかし、確かに地域に起きている変化に気付いてい
る人から声を聞くことができたり、問題意識を持っている人から話をうかがうことができたり
と「問題」を自分の五感で感じることができた点が非常に面白かった 。

教職
地域に関連したテーマを見つけるまでが大変でしたが、今まで意識してこなかったことも
見えたのが面白かった です。

専門

ただ一つの事象紹介で終わらせずに、全体を通して、地域のことを知り直す新聞を作るの
はとっても難しくて、もっともっと時間と試行錯誤が必要なのかなと思いました。役割分担
をそれぞれの都合に合わせてやったり、取材内容を共有する(文字面だけでなくて、それを
通して感じたこととか、ものの見方の変化とか)のも難しかったです。私自身は、テーマ決
めで悩むのも、取材に行くのも、原稿を考えるのも、作品に仕上げるのも全部楽しかった
です。

専門
地元ではない札幌についてあまりに知識がなかった点、また興味をもっていなかった点に
気付かされた。

※　N.A.は除いた。

※　難しかった等をゴシックで、面白かった等をイタリックで表示した。
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 「さっぽろ湯けむり新聞」でも難しさは、他の 3 紙と重なっている。しかし、それを越え

て得たものについて挙げている記述が多い。「確かに地域に起きている変化に気付いている

人から声を聞くことができたり、問題意識を持っている人から話をうかがうことができた

りと「問題」を自分の五感で感じることができた」や「今まで意識してこなかったことも見

えた」、さらに「地元ではない札幌についてあまりに知識がなかった点、また興味をもって

いなかった点に気付かされた」を挙げることができる。今まで見ていたものが表面であった
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ことが、自分（集団）で「新聞づくり」という方法で動くことで、確かに見たという実感が

伴うものへ深められたのである。これが、「私自身は、テーマ決めで悩むのも、取材に行く

のも、原稿を考えるのも、作品に仕上げるのも全部楽しかったです」という満足につながっ

ている。 

 さらに、2019 年度の履修者について検討する。同様に作成したのが図表２０である。 

 表側の履修形態の表記は、図表１９と同様である。今度は、班編成の変更の結果として、

両形態が混在する形となっている。 

 「実は知らない恵迪寮」紙は、地域と自分の関心の重なり、取材の困難が指摘されている。

「面白かった」等に分類するのは微妙だが、「身近な題材を取り上げるチャンスである」は

それに当たるかもしれない。 

 「幌北新聞」は、新聞制作や記事作成（文字数調整）の技術的な側面の難しさを指摘して

いる。「面白かった」等は、インタビューや新聞制作を挙げたものもあったが、地域のこと

を知るにつれて「自分に関わる部分が多くなる点」を挙げたものが重要である。 

 「巡りゆく水」紙でも、「テーマを決めること」や「全体の統一感を図ること」という編

集も含めた新聞制作に関する難しさが挙げられている。「面白かった」等では、新聞制作（デ

ザイン）も挙がるが、地域のとらえ方が「班員によって異なること」や「地域でつながる事

柄とは何かを考えるところ」が挙げられている。 

 

図表２０ 2019年度履修者の 

「「地域」を主題とした新聞を制作する上で難しかったこと／面白かったこと」 

履修
形態

「地域」を主題とした新聞を制作する上で難しかったところ/面白かったところ

教職 (難)地域というテーマを自分の関心とつなげるところ

専門
取材には手間取った。だからこそ身近な題材を取り上げるチャンスである。必要なスキ
ルをもった学生の不足。

教職 情報が増えるにつれて、自分に関わる部分が多くなる点が面白かった 。

教職 地域という分野に絞られていたので話がしやすかった。

専門
実際に足を運んで聞くという過程や、それをまとめて記事を作る部分が楽しく もあり難しく

もあった。

専門 (難)記事の文字数の調整。(面白) インタビュー

教職 (面白) 地域のとらえ方が班員によって異なるところ。

教職 (難)全体の統一感を図ること。(面白) デザインを考えること。

専門 (面白) 地域でつながる事柄とは何かを考えるところ。

専門 まず、テーマを決めることが難しく感じた。

専門 インタビューは思ったより受け入れられることを知った。

※　N.A.は除いた。

※　難しかった等をゴシックで、面白かった等をイタリックで表示した。
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 地域を題材とした新聞づくりの難しさは、新聞制作自体に関する難しさを除外すると、地

域というテーマで自分と重なる（その意味でモチベーションが持てる）点を見つける点が難

しいことが判る。また、その点を克服することに面白さもある。 
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 2018 年度の一部の履修者が記述したような、自分のもっていた地域像が取材を通して（生

活者に教えてもらうことを通して）、突き抜けることが可能になって、これまで見たことが

ないものを見た（視野を拡げた）体験までは、2019 年度の履修者はたどり着けなかったの

ではないかと考えられる。 

 さらに、全体的な講義に対する感想を素材にして、「新聞づくり」講義の課題を考えてみ

たい。図表は、前の２つと同様の形で作成した。否定的な感想をゴシック体に、肯定的な感

想をイタリック体で表現した。 

 次頁の図表２１が 2018 年度履修者のものである。 

 「前景」紙は、否定的な評価が多かった。負担が多いである。これに、「授業が犠牲」に

なった（「他の授業とかぶる」）、「人に迷惑がかかった」が加わる。自主的に分担し、取材を

決めているが、このことを否定的に評価している。自主性に委ねた本講義への批判の意味の

可能性もある。コスパの悪い講義なので、後輩に「勧めない」と同趣旨である。新聞社の人

（NIE 担当者）に対する反発（「理想との乖離」）も記述されている。しかしながら、肯定的

な評価もある。それは、「メンバーといろいろと議論でき」たことや新聞制作に「責任を感

じ」ることもあった、である。「前景」紙は班のコミュニケーションに困難を抱えていたが、

そのことは否定的に評価されただけではない。そして、「新聞づくり」の中で、「やってみて

考えることでわかることもあった」し、他の班との交流も「面白かった」のである。講義の

意味が最後に判ったこと（「シティズンシップ教育のやり方のひとつとしてアリ」）を挙げて

いた班員もいた。 

 「札幌再発見」紙は、肯定的な評価に「メンバーと協力」があった。教職課程の履修では

ないが、生徒に教える際に生かせると考えた履修者もいた。しかしながら、この班は感想の

記述が少ない。その意味で、否定的な感想を、「空気を読んで」記述しなかったのではない

かという推測も十分できる。 

 「安美写住」紙は、全体的な難しさの指摘と、もう一度やりなおしてみたかったことが挙

げられている。そして全体的な肯定的評価（「貴重な体験ができた」）と、「新聞づくり」の

目的と意義を確認した履修者もいた。 

 「さっぽろ湯けむり新聞」では、難しさを挙げる履修者もいるが、そのことを通して、新

聞づくりの意義を再認したという感想へ接続している。それ以外は、肯定的な評価となるが

割愛する。非常に興味深い評価をひとつだけ紹介する。それは、「文字の上で扱われる事柄

や問題の背景に、実際に生きた人間、それも同じ地域に住む人々の存在があることを実感し、

彼らだけがその事柄や問題の当事者なのではなく、自分もまたその一員であるのだと痛感

した」である。「新聞づくり」講義を構想した時点で、ここまで理解する学生が現れること

は想像していなかった。取材をする他者の中に、自分を「当事者」として発見したのである。

このような理解とその表現は、中学生・高校生では不可能だろう。この「新聞づくり」講義

は、グループ作業をするという点で慣れていない、あるいは履修しても慣れる気もない者に

とっては苦痛の多いものであったのだろうと思う。しかし、言わば「探究」を進めることで、
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その先に見えてくる地平は広く、深い。 

 

図表２１ 2018年度履修者の「講義全体に関する感想」 

新聞名
履修
形態

講義全体に対する感想

教職
取材に行くために他の授業を犠牲にする必要があるのが心が痛い。この授業に関係ない
人に迷惑がかかった。

教職
取材をする時間が他の授業とかぶる場合の対処が難しかった。新聞を一緒に作ったメン
バーとはいろいろと議論できて良かった 。

教職
かなり大変な講義だった。後輩に勧めるかと言われれば勧めない。新聞社の人の理想と
の乖離を感じた。

教職
大変なこともあったが、作ることに責任を感じた 。実際にやってみて考えることでわかること
もあった 。

教職

最初の講義部分で、新聞づくりと何の関係があるんだろう(授業名が「新聞づくりと～」だった
ので)と思ったけど、実際紙面を作ってみて納得した 。情報発信の仕方、情報を受け取るとき
に気をつけること、その情報をどう自分が考えるのか、とか必然的に行うので、シティズン
シップ教育のやり方のひとつとしてアリだなと思った。

専門
他班の新聞づくりの経験、感じたことなどを聞けたことが面白かった 。自分よりも深いことを
考えていたり、違う観点があって興味深かった 。

専門
自分たちで実際に新聞づくりをすることで、どういったところでつまずいたりするのかが分か
り、生徒に教える際にも生かせると思った。

専門 メンバーと協力して新聞をつくりあげることができて良かった です。

専門 お菓子を差し入れてありがとうございました。美味しかったです。

教職 貴重な体験ができた。

専門
新聞づくりを通して、目的と意義の大切さを知ることができた。もっと時間があれば、取材の
仕方や写真のとり方を一から話し合うことをしたかった。

専門 とても内容として難しかったが、面白かった 。

教職
大変なことも多く、時間もかかったが、新聞を作ることの大変さとその新聞が作られ続け
てきた事、生徒に作らせる時に注意することがよく分かった。

教職

いわゆる「地域づくり」に関する事柄や問題に、自らの五覚で触れることができた点が非常に
有意義であった。自ら取材を行い、多くの人から直接話をうかがうことを通して、文字の上で
扱われる事柄や問題の背景に、実際に生きた人間、それも同じ地域に住む人々の存在があ
ることを実感し、彼らだけがその事柄や問題の当事者なのではなく、自分もまたその一員で
あるのだと痛感した。今回は「講義のための取材」ということで様々なことを聞きに行ったが、
おそらく自分自身の関心のために今後取材を行っても話をうかがうことができるだろうという
自信を得て、これから先も自分なりに生の人間から話をうかがったりして問題について関
わっていければと思う。

教職
自分が小学生の時に壁新聞を作っていた頃はそれがどんな意味があるのか、先生たちの思
いは何なのか、深く考えていませんでしたが、今回壁新聞づくりが地域調べ学習でとても有
用であることが理解できました。

専門

大学の講義で、グループで今回のような製作物を作るのは初めてで、小学生や中学生に
戻ったようで楽しかったです。あと講義の感想と違うのですが、この講義で道新の記事を読
んで、銭湯に関わる人たちに取材に行ったのがきっかけで卒論のテーマを少し変えることに
したので、本当にこの講義をとって良かったです。

※　N.A.は除いた。

※　難しかった等をゴシックで、面白かった等をイタリックで表示した。
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 続いて、2019 年度の履修者の「講義全体に関する感想」を検討する。次頁の図表２２で

ある。 

 カリキュラムの説明の際にも記述したが、最終回は「新聞づくり」が終了しなかった班の

作業に講義の時間を費やしたため、まとめも中途半端におわり、感想の記述も時間を少しし

かとることができなかった。そのため、十分な記述が可能な履修者はいなかった。その点は、
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残念であった。 

 

図表２２ 2019年度履修者の「講義全体に関する感想」 

紙名
履修

形態
講義全体に関する感想

教職
TAを使って毎回の授業の反省をした方が良いかも。活動と教員の発言とか内容、連関を

吟味するために。

専門 複数の新聞を読み比べられるチャンスがあると良いと思った。

教職 新聞づくりに関わることで、新聞という媒体の重要性に気づいた。

専門
とても面白かったです。 やっていて、なんだか文化祭の前準備のような感覚をもちました(特
に最後の居残りでのわちゃわちゃした感じ)。

専門 新聞づくりは障害にあたることなくスムーズに完成した。インタビューは良い経験になった。

教職 結構大変だった。十人十色だと思いました。

専門 良い経験ができた。

専門
最初は関係するか心配だったが、班員と協力して何とか完成することができた。地域との関
わりをこの授業を通して意識できたと思う。

専門 新聞の自分らなりの情報収集の仕方が考えたのが良かった。

※　N.A.は除いた。

※　難しかった等をゴシックで、面白かった等をイタリックで表示した。
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「実は知らない恵迪寮」紙には肯定的な感想がない。また、講義の進め方に関して授業者

へのアドバイスを書いた履修者がいた。ここにある 2 件の感想は、共に自主的に進める「新

聞づくり」で生じた問題や課題を自分たちの問題として振り返ることができなかったこと

を表していると考えられる。「新聞づくり」の過程を通して、何かを見つけることはできな

かったものと思われる。 

「幌北新聞」は否定的な感想はない。インタビューの経験を評価する部分的なものもある

が、「新聞づくり」の過程を通して「新聞という媒体の重要性に気づいた」やグループ作業

自体を「文化祭の前準備」のようで「とても面白かった」と評価した。 

「巡りゆく水」紙は、「結構大変だった」という感想が挙げられている。ここに続くのが、

（学生）が「十人十色」の記述である。これを書いた大学院生からみると、学生の取り組み

や態度がバラバラで驚いたという評価である。それ以外では、肯定的な評価となるが、「地

域との関わりをこの授業を通して意識できたと思う」がある。ここに、「新聞づくり」を突

き抜けた地平が、ほんの少し表現されていると考えられる。 

アンケート調査の実施において前述した時間問題があるため、2018 年度履修者と単純な

比較はできない。しかし感想は、淡白であるような印象をもつ。2018 年度の講義の負担（「班

崩壊」状況で負担が量的にも、主観的にも大きく感じた）の「憤り」とも言える表現や、記

事の内容的にも、班の自治的にも、ある達成の上に立って、そこから地域（人の暮らしの場

であり、自分もそこに当事者として関わっている場）を再発見したというような表現をみる

ことはない。そして、講義全体に対する感想というよりは、「新聞づくり」実践に関する感

想で、講義部分への指摘は非常に少ない。 
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第５節 「新聞づくり」講義の意義と課題 

 

 ここまで、カリキュラムや学生・履修者の特徴、制作された壁新聞の題字・記事と制作過

程の説明、学生の取り組みの振り返り（特に、「地域新聞」を作成する困難）、そして全体の

講義の感想を素材とした「新聞づくり」講義の振り返りを検討してきた。 

気がついていただけると思うが、NIE 担当者の「新聞づくり」に関する指導は、班の状況

に対応するものであるためその意味での差はあるが、大きく違うものではない。しかしなが

ら、地域を深めるという点でこれほどまでに差が生じてしまう。この点の理解が重要である。

以下で２点の課題を指摘する。 

第１に、ここまで培った学習の形の影響や大学生の講義履修の在り方と「新聞づくり」実

践のギャップをどう乗り越えるかという課題。前者はグループワークの経験に乏しく、その

ために分業と協働をコミュニケーションによって調整する能力が発揮されないという点で

ある。これは、個人差も大きいと思われる。非常に負担感を感じ、だからこそ班作業に消極

的に参加し、他のメンバーの負担になり、班が悪循環で困難に陥る場面があった。これは、

私や NIE 担当者が調整を図っても、克服は困難である場合があった。中学生・高校生と違

う、「大人として扱う」ことを基本線に置いたし、叱責的なことをしても消極的参加に輪を

かけ、履修そのものを取り止めることが容易に推察できたからである。この背景のもうひと

つには、後者の問題がある。 

本講義は、教職課程上の位置づけ、専門科目上の位置づけの両方において必修ではない。

そのため、履修者は常時履修のコスパ（効率性）を判断しつつ、大変だと思ったら班員には

遠慮なく、何の連絡もなく、講義への参加を取り止める。この行動はあまりにもスムーズで

ある。そのため、これが日常的な履修態度であると考えられる。班において取材等の分担を

決めていても、それを遂行せずに、連絡もなく、いなくなるのである。そのため、編集会議

の時点で、合意の上で分担をしていても、次第に班員が参加しなくなるなかで、編集長の心

痛が大きくなる。感想にあった「憤り」は、このように発生する。 

大学であるから、あるいはそれが一般の大学にあてはまらないとするなら、北海道大学の

履修常識の問題である。この点は、「総合探究」を考える上では、重視する必要はないかも

しれない。中学生・高校生にとっては必修であるから、自己判断で参加を取り止める選択肢

がないからである。しかしながら、参加モチベーションの調達は独自に考えられなければな

らないものとしてある。そして、「地域の実態」を取り上げるだけで「探究」のモチベーシ

ョンが調達できるわけではない点をこの実践は示している。中学校・高校の学校生活におい

て、「空気を読む」ことが学校でうまくやっていく（サバイバルする）上での鍵であること

を考えるなら、班の自治、言い換えるなら班の民主主義の問題は、別個に重視しなければな

らない問題として存在する。ここはここで、「総合探究」の指導上、重要になる。 

これまでの生活で身につけた「地域の知り方」や学習フォームの合理化、そして身につけ

た行動様式が「硬い」（強い）場合は、ほとんど指導の刺さり込む余地はない。他の履修者
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への不信をため込み、フェイドアウト、無責任、自分の分担のみに逃げ込むこの連鎖が働く。

それをくい止めるための方法は見つかっていない。良い出会いの場が可能なように工夫を

したいと考えている。 

第２に、地域と自らの課題を重ねる、あるいはこの両者の調和点を個人的に、集団的にも

見出すという課題である。この潜在的な難しさとして、履修者の「地域アイデンティティ」

の構造に貫いている地域コミュニティ・地域生活理解の平板化を指摘した。このような意味

で、地域を在る（すぐに利用できる）ものとして前提にはできない。履修者には見えていな

いのだから。だからこそ、自ら（集団）で発見することに焦点化する実践の固有の価値があ

る。このように考えたとき、「新聞づくり」講義の意義についての指摘が可能になる。 

 2018 年度の「さっぽろ湯けむり新聞」について、ここまでもその意義について説明して

きた。実践報告の最後に、それが達成したものの説明を「編集後記」の紹介をすることに換

えたいと思う。図表２３がそれである。 

 

図表２３ 「さっぽろ湯けむり新聞」編集後記 

「さっぽろ湯けむり新聞」編集後記

　銭湯や市場、商店街。かつて人々の生活を支え、暮らしの中に当たり前のようにあった場所が、どんどん姿
を消していく。このような場所は人々がいらないと判断したから、その存在に意味がないから消えていっている
のだろうか。36年前から銭湯などのまち文化を研究してきた塚田敏信さんはこう語る。「経済効率が最優先さ
れ、大資本が小さいものを呑みこんでいくなかで、私たちにとって本当に必要なものはどちらなのか見極める
時間のないまま、＜選択＞のないまま流れていき、むしろ今の社会に必要だと感じるものほど、どこかに連れ
て行かれてしまっている…」。
　「銭湯」という場所に行ってみると、そこには懐かしい気持ちになるような風景と心の温まる営みがあった。「い
らっしゃいませ」とお客さんを迎える風呂屋の方々を見て、なぜこういう場所が消えていくのだろうと思わずには
いられなかった。
　現代社会を形作ってきた「大きい仕組み」が私たちにもたらした豊かさは多い。だが、「小さい仕組み」の全て
が削ぎ落とされた先にあるのは、いったいどんな世界なのだろうか。そこに安心して生きられる地域社会はあ
るのだろうか。「地域の銭湯」という小さな場所から垣間見えたのは、これから私たちはどのような世界に生き
たいのか、という大きな問いだった。  

「さっぽろ湯けむり新聞」は、記事の多彩さやそれぞれの記事の深さ（それを裏付けた取

材の豊かさ）と新聞全体の統一を両立していた。この成果の上で、このような「編集後記」

が載せられたわけである。 

 読んでいただくことで十分了解できると推察する。しかし敢えて、この最終段落の意味を

強調したい。「小さな場所から垣間見えたのは、これから私たちはどのような世界に生きた

いのか、という大きな問いだった」の達成の高さ（「総合探究」で言うところの「探究」の

深さ）である。 

 「小さな場所」と世界という対比、「地域の銭湯」の問題と「大きな問い」の対比、それ

を人ごとの「問い」としてではなく、「私たちは…生きたいか」と背負う在り方、ここでの

発見（「垣間見えた」）は、「新聞づくり」講義が学生にとって「探究」の良き場所として機

能できた場合の、可能性を垣間見せている。 
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終章 まとめ 

 

 「総合探究」は、その前史を「総合学習」にもつ。「総合学習」は、時代を先取りする構

想をもっていたが、日本の中等教育原理の下で進路指導（キャリア教育）の受け皿として機

能することを迫られ、実質的な展開が妨げられていた。しかし「総合探究」は、時代の要請

もあり、中教審答申や新しい学習指導要領の裏付けの下で、進んだ理論も取り入れた優れた

構想に再編された。しかし、矛盾や課題も抱えていた。本稿はここまで、「総合探究」をど

のように生かせば、現時の複合的な教育課題によりよく応えることができるかを、本学にお

ける教職課程の講義（「新聞づくり」講義）の検討を踏まえて、考えてきた。 

 まとめでは、「総合探究」の矛盾（課題）として指摘したことに、「新聞づくり」講義が応

えることができたことやできなかったことを明らかにする。 

 まず、「総合探究」の矛盾（課題）として指摘した４つのことを簡単に確認し、同時に直

接対応する形で応答できるものについては、それを行う。 

 第１に、「ふさわしい探究課題」と「地域の実態」把握が矛盾していると指摘した。『解説』

が想定する「地域の実態」が現実にあっていない（もっと深刻な事態にある）のではないか、

という指摘であった。「新聞づくり」講義は、札幌市という地域の地域新聞づくりであった。

大都市を対象としたため、この指摘（深刻かどうか）に正確に応えることはできていない。

しかしながら、別の角度から「深刻さ」を考えることができた、と考える。それは、学生が

「地域」を知らないこと、あるいは限定して理解していることである。このことは、「地域

の実態」が深刻であっても、生徒はそのように理解していないと考える必要があること、さ

らに「地域の実態」とは生徒自身が動いて確かめる以外には知りようがない（「実態」とは

構築的なものである）ことを示唆している。すなわち、「実態」の深刻さを知りようがない

「実態」という二重構造となっていると考えることができる。 

 第２～４の３つの指摘は重なっている。 

 第２は、「ふさわしい探究課題」の設定が生命線でありながら、争点を想定しないことで

「探究」を挫折させてしまうという矛盾の指摘である。「探究」は課題においても、それを

深める上でも争点とそれを契機にした対話が必要であると指摘した。また社会的な概念が

不在であるという指摘もした。 

 第３は、地方（自治）の在り方を主題化できない矛盾の指摘である。困難を抱える地方で

の「探究」を深めるには、地方（自治）の在り方が視野に入らざるを得ないとの指摘であっ

た。そして社会的な概念は、このことを考える上で価値がある。 

 第４は、生徒理解の矛盾と「ふさわしい探究課題」を発見する方法論の不在の指摘である。

生徒は社会的に陶冶されているとの理解を前提に、現時においてはそれが消費文化である

こと、それが生徒の学習にもたらす悪影響について指摘した。また、「後退期」の未知の社

会に突入する日本（特にその最前線にある地方）において、生徒を「子ども扱い」するので

はなく、（答えのない）同じ問題・課題に挑戦するパートナー（若き担い手）として遇し、
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教員も含めて、「探究」をすすめる必要があると指摘した。また、「ふさわしい探究課題」の

発見の方法論は、主権者教育（生徒が主権者として政治に影響力を行使すること）と連携す

る必然性があると指摘した。そして、「地域」とは多角的で複合的に、また対話的に、知る

（互いで知り合う）ことによって顕在化し得るものであるということを考慮するなら、その

前提となるのは「地域」を系統的に知り、表現し、争点をめぐって対話・交流する方法論（こ

れこそが「地域新聞」の機能である）であろうと指摘した。 

 次に、「新聞づくり」講義が直接対応する形で応えることができなかった第２～４の矛盾

（課題）について、逆の形で、すなわち「新聞づくり」講義から示唆を元に、「総合探究」

の改善を考えてみるという形で応答したい。 

 第１に、「新聞づくり」実践という方法論が「総合探究」に固有の意義を持っているので

はないかという点を強調したい。 

まず、目的（地域問題を理解、発信することで、対話的・公共的議論空間を形成する）と

技法（取材、社会的な概念も用いた分析、編集、多様な表現をチームで行う）が内在的に固

く結び付いていることが指摘できる。この自然な結びつきは重要である。 

 次に、調べることと表現することが一対であり、響き合う関係にある。分離しないことが

自然に、有意味に要請されるという点を指摘したい。読者により良く説明するためには、よ

り適切に表現する必要があり、そのためには、より深い取材がなければならない、というよ

うに。 

 最後に、この結びつきの必要性は「新聞づくり」チームの問題としてもあることを指摘で

きる。「新聞づくり」には多様な工程・作業があり、それぞれに専門性も必要である。「新聞

づくり」には、班員のそれぞれの特徴や個性を生かす場所があるという特徴がある。しかし

同時に、分業と協働の緊張関係は常に問われ、より良い新聞をつくるという目的のもとチー

ムとして「新聞づくり」を行わなければならない。全体でひとつの新聞を制作するために、

分業と協働によって個々が抱える問題や争点を共有することや調整すること、場合によっ

ては妥協も欠かせない。すなわち、個々の「探究」それ自身の争点だけではなく、集団的な

「探究」過程で生じる争点の克服が自然に迫られるのである。 

 この「新聞づくり」実践のもつ多様な要素の自然な、それでいて内在的（内発的）な結び

つける力、すなわち様々な段階で発生する争点を、存在しないものとして扱うのではなく、

浮かび上がらせると同時に克服を促す力は、重要であると考える。この点の指摘は、前述し

た「総合探究」の第２の矛盾（課題）に対する一定の回答になっていると考える。 

 第２に、「新聞づくり」実践の性格は、現時の「地域の実態」を取り上げる際に非常に重

要であることを強調することができると考える。 

まず、新聞の目的そのものに対話的・公共的な性格が含まれている。これは本来「探究」

がもっている、個人的な「探究」という性格を越えてゆく特性を強化する上で重要な貢献を

する可能性があると考える。言い換えるなら、「探究」の本質を発現させるために、「新聞づ

くり」は良い方法であることが確かめられた。 
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 次に、前述した「地方（自治）の在り方を主題化できない矛盾」（前述した「総合探究」

の第３の矛盾（課題））に対して、「新聞づくり」実践は有効であると考えられる。特に、主

権者教育の必要性を考えた場合に、生徒たちが自ら考える地方の在り方やそこにある問題

を明らかにする（光をあてる）方法として意味があると考える。「さっぽろ湯けむり新聞」

において、「地域の銭湯」から「垣間見え」た問題は、一見政治の問題とは関係がない。し

かし、自分たちがどのような社会・文化を求めるのかという点で「大きな問い」を突きつけ

ていた。このような発見の仕方をすることこそが重要である。地方自治は民主主義の学校で

あると言われる。この言い方を借りるなら、（地域）「新聞づくり」実践はこの学校の言論の

場としての豊かさの苗床づくりになると考えられる63。 

 第３に、「総合探究」が直面することになる最も困難な課題は、生徒自らで「ふさわしい

探究課題」を発見し、それに取り組むことである。「新聞づくり」実践はその困難を克服す

る方法論として構想されたものである。前述したような優れた点もある。しかし、現代の陶

冶環境の下で、学生がその「学び」の経験から合理的に形成した学習の形（コスパ的学習観）

の前では、「新聞づくり」講義も苦戦を免れることができたわけでは決してない。 

「はじめに」において、日本の中等教育原理は、教育機能が将来の社会的地位の配分（選

抜）を軸とし、進路指導・受験対策が学校の中心的課題となると指摘した。すなわち、中等

教育は進路指導（キャリア教育）を軸に動いている。そのため歴史的には、「総合学習」は

進路指導（キャリア教育）の受け皿に変えられ、「総合探究」はその状況を変えるために、

「自己の在り方生き方と一体的で不可分な課題を発見し」の記述を加えなければならなく

なった（9 頁）。 

「新聞づくり」実践では、受験競争に適応してきた大学生だからこその学習の形（効率の

よい方法は、教育市場から調達すれば良い）や履修の在り方（可能な限り少ない努力で単位

が取得できれば良い）が、困難をもたらした。答えがわからない班の編集方針をめぐる議論

や多様で煩雑な要素をもち、知れば知るほど、さらに知りたくなるという一種の「泥沼的」

性格をもつ「新聞づくり」は、コスパの観点からは許容できない。これらを忌避することに

よる悪循環は、班自治を困難にした。「班崩壊」状況も生じた。 

筆者は「総合探究」の、「地域の実態」に注目するだけで学習モチベーションが調達でき

ると考える楽天主義を批判した。しかし、この点は地域に題材を求めた「新聞づくり」でも

同様の困難を抱えている。この背景には、そもそも生徒・学生の地域イメージを貧困にし、

地域理解を特定の形に変形する消費文化の陶冶力が働いている。克服の道のりは簡単に見

いだせそうはない。コスパ的学習観の克服は、ある意味、自治に委ねざるを得ない本講義の

必然的な課題である。しかしながら、それを克服し「探究」を追求した結果得られた地平に

ついても、同時に確認することができたことを指摘したい。 

「新聞づくり」講義という限られた経験から示唆できるのは、中等教育原理そのものがあ

 
63 [寺島英弥、2005]参照。 
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る意味「隠れたカリキュラム」として作用し、学生（生徒も）身につけている「学び」の形

は、「新聞づくり」講義ももちろんであるが、「総合探究」にとっても一番の障害であり、必

然的に新しい学習指導要領にとってもそうであるということだ。このような意味で、「総合

探究」がその力を発揮するためには、最終的には日本の中等教育原理が改変される必要があ

る。 

 「新聞づくり」講義も「探究」の過程にある。どのようにすればより良いのか、「新聞づ

くり」実践の中で、新たな他者との出会いをつくり、その力で「大きな問い」を自分のもの

として受け止めるのか、答えはまだ分からない。しかし、来年度の履修者と共に、より良い

地域新聞を制作する努力を傾ける中で、光が見えてくるに違いないと確信している。それは、

「最適解や納得解を見いだすことを重視」（10 頁）する「総合探究」の態度と同じである。

そして、教職課程において「新聞づくり」実践を中心に据えた「新聞づくり」講義は、これ

以降も、「総合探究」の方法論の開拓する役割を果たすことで、中等教育原理を改革する一

助になりたいと考えている。 

 最後になったが、これまで北海道大学の学生のために尽力してくださった北海道新聞社

の開発好博氏と渡辺多美江氏に、また両氏の派遣を許可してくださった北海道新聞社に感

謝申し上げたい。両氏の「オーセンティック」な指導がなければ、「新聞づくり」実践は学

生を鍛えることはできなかった。 
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「平成１9 年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査の結果について」19・

20 頁 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/200

9/04/30/1260129_9.pdf 

 ※ 平成１６・１７年度については、データが見つからなかった。 

［総務省関係］（2020 年 2 月 25 日確認） 

総務省ホームページ「高校生向け副教材「私たちが拓く日本の未来」について」

https://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/senkyo/senkyo_nenrei/01.html） 

［内閣府関係］（2020 年 2 月 26 日確認） 

「令和元年度版 子供・若者白書（全体版）」 

https://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/r01honpen/pdf_index.html 

［ベネッセ教育総合研究所関係］（2019 年 12 月 29 日確認） 

第６回学習指導基本調査 DATA BOOK（小学校・中学校版）[2016 年]、「第２章 授業」 

https://berd.benesse.jp/up_images/research/Sido_SYOTYU_021.pdf 

第６回学習指導基本調査 DATA BOOK（高校版）[2016 年]、「第２章 授業」 

https://berd.benesse.jp/up_images/research/Sido_KOKO_02.pdf 

第４回学習指導基本調査報告書［2007 年］、「第５章 総合的な学習の時間」（諸田裕子） 

https://berd.benesse.jp/berd/center/open/report/shidou_kihon/hon/pdf/data05_1.pdf 

第３回学習指導基本調査報告書［2002 年］、「第４章 総合的な学習の時間」（金子真理子） 

https://www.crn.or.jp/LIBRARY/SHIDOU/PDF/S1310059.pdf 


